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（略） 

 

○松下委員長 発達障害者支援法案起草の件について議事を進めます。 

 本件につきましては、先般来理事会等において協議いたしました結果、お手元に配付いたしましたと

おりの起草案を得た次第であります。 

 この際、本起草案の趣旨及び内容について、私から御説明申し上げます。 

 まず、本起草案の趣旨について御説明申し上げます。 

 自閉症を初めとした発達障害者に対しては、社会的な理解が十分でなく、発達障害者及びその保護者

は大きな精神的負担を強いられており、その支援は喫緊の課題であります。 

 そこで、発達障害者の心理機能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために、発達障害症状の発

現後、できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重要であることにかんがみ、発達障害者の自立及び

社会参加に資するようその生活全般にわたる支援を図ることを内容とする本起草案を提案することと

した次第であります。 

 次に、本起草案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、発達障害の定義を定めるとともに、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにすることと

しております。 

 第二に、児童の発達障害の早期発見、早期の発達支援、保育、教育等に関し必要な施策について定め

ることとしております。 

 第三に、都道府県知事は、発達障害者支援センターを指定し、発達障害者に対する支援業務を行わせ

ることができることとし、その業務の内容を定めることとしております。 

 第四に、国及び地方公共団体は、発達障害者支援を行う民間団体に対して支援を行うとともに、国民

に対する啓発を行うこととしております。 

 なお、この法律は、平成十七年四月一日から施行することとしております。 

 以上が、本起草案の趣旨及び内容であります。 

 

○松下委員長 本件について発言を求められておりますので、順次これを許します。小宮山洋子君。 

 

○小宮山（洋）委員 この発達障害者支援法は、現在支援の谷間に置かれている自閉症、アスペルガー

症候群、注意欠陥多動性障害、ＡＤＨＤ、学習障害、ＬＤの方や保護者の皆さんたちの悲願であった支

援のための法整備の第一歩となるものだと思います。 

 この法律を意義あるものにするためには、一つは、すべての国民が発達障害を理解するようになるこ

と、そしてもう一つが、実際に支援が受けられるようになること、支援の実質的な中身だと思います。 

 幾つか伺いたいと思いますが、まず、専門家の育成について伺っていきたいと思います。 

 まず、医師ですが、現在、発達障害を診断できる専門医が非常に少ないということがあります。専門

医の育成を全国でできるようにすることが必要です。少なくとも十万人に一人程度、つまり、一千人く

らいの専門医の育成が必要だと考えられていますが、その育成を具体的にどのように行うつもりか、伺

います。 



 

○塩田政府参考人 我が国では、発達障害など、子供あるいはその親の方々の心の問題に対応できる専

門的な知識あるいは技能をお持ちの児童精神科医でありますとか小児科医というのは極めて少ない現

状にあると認識しているところでありまして、この法律の趣旨を実効あらしめるためには、専門的知識

を有する人材の確保が大変重要であると考えているところでございます。 

 こうしたことから、厚生労働省におきましても、子供の心身の発達障害あるいは心の問題を抱える子

供の診断、治療あるいはケアを適切に行うことのできる児童精神科医あるいは小児科医の確保、養成が

非常に大事だと考えているところでございます。 

 こうした観点から、一つは、平成十六年度内には検討会を開催いたしまして、小児科及び児童精神科

の領域における専門医の確保対策について具体的な検討を始めたいと思っております。また、平成十七

年度の厚生労働科学研究におきましても、子供の心の問題に専門的に対応できる医師などの確保、育成

に関する研究の実施、養成プログラムの開発を行うことを予定しておりまして、現在、研究者に対しま

して公募を行っているところでございます。 

 いずれにいたしましても、こうした取り組みを速やかに進めまして、必要な養成、研修を実施しまし

て、発達障害などに対する専門的な技能あるいは知識を持つ医師の確保に努めてまいりたいと考えてお

ります。最低千人ぐらいの専門家の医師が必要だという御提案は大変貴重な御意見だと思っております。 

 いずれにいたしましても、この法案が成立することによりまして、専門の医師の質の面、量の面での

確保に努めてまいりたいと思っておりますし、この法律の制定によってこうした動き、人材の確保につ

ながればと思っている次第でございます。 

 

○小宮山（洋）委員 この法案は皆様の声を受けて議員立法でつくられているわけですが、これから検

討会をする、これからプログラム開発をするというのは非常に遅いと思います。省庁としてしっかりと

取り組んで早急にやってほしいと思います。 

 次に、母子保健にかかわる保健師あるいは保育士、幼児教育にかかわる関係者、また障害児の療育の

関係者につきましても、一定以上の専門性を持って支援のプログラムが提案できる専門家の育成を全国

でできるようにすることが必要だと思います。 

 現在、自閉症・発達障害支援センター支援員の研修は、知的障害のない発達障害児者の支援の実績を

持たない秩父学園で研修しているということですが、この現状ではなかなか無理があるのではないかと

いう指摘もあります。どういう具体策を考えているのか、伺います。 

 

○塩田政府参考人 保健、福祉、医療、保育、いろいろな現場で活躍する専門家の養成、知識の普及が

非常に重要だと考えているわけでございます。これまでも、保健師等に対するパンフレットの手引書の

配付でありますとか、あるいは、先ほど御指摘ございました国立秩父学園でさまざまな地方自治体の職

員等に対する研修を行ってきたところでございます。 

 平成十七年度の概算要求におきまして、新たな取り組みとして、こうした法案が成立されるという動

きも見ながら概算要求したつもりでありますが、全国の指導者に対する研修でありますとか、あるいは

保健師、保育所、保育士等に対する実務研修なども新たに来年度からスタートしたいと考えているとこ

ろでありまして、その予算の確保に全力を尽くしたいと思っております。 

 また、先ほど、例えば秩父学園が知的障害のない自閉症を対象としていないというような問題の御指

摘がございましたが、実際の研修の企画立案に当たりまして、外部の関係の専門家の御意見を聞くとか、

あるいは実際の研修の講師にいろいろな分野で活躍の方を招くとか、いろいろな工夫をしていくことが

必要だろうと思っております。また、国立秩父学園のあり方につきましても、この法律の制定を見まし

て、きちんとした機能が果たせるような見直しも検討していきたいと考えております。 



 

○小宮山（洋）委員 ぜひ、言われたようなことを早急にやっていただいて、いろいろな角度から、今

あるものもいい形で活用するし、新たに必要なこともしっかりやっていくということをお約束いただき

たいと思います。 

 そして、学校教育でも、自閉症、ＡＤＨＤ、学習障害の障害特性を正しく理解して、子供ごとの支援

プログラムの作成ができる教員の育成が急務だと思います。また、障害に適した職業指導ができる専門

家も必要だと思います。例えば、その発達障害についての学習を教員免許の中に位置づけるとか、具体

的に、学校教育の中での専門家の育成はどのようにされていくでしょうか。 

 

○山中政府参考人 発達障害のある子供さんたちへの教育に関しましては、自閉症あるいは学習障害、

注意欠陥多動性障害等、障害の多様化あるいは複雑化に対応いたしまして、教員としても高度かつ専門

的な知識、経験というものが求められるところでございます。 

 このため、例えば国立特殊教育総合研究所を中心といたしまして、発達障害の児童生徒への対応に指

導的役割を果たします教員、これを対象といたしました研修、あるいは、各学校で学校の内外の関係者

あるいは保護者との連絡調整を行う特別の支援教育コーディネーターの養成といった指導的な役割あ

るいは中心的な役割を果たす教員の研修などの実施を行っているところでございます。また、これらの

研修の中で職業指導についても取り上げているところでございます。 

 また、教員養成課程の中におきましては、教育の基礎理論に関する科目という中で、障害のある児童、

幼児、生徒の心身の発達、学習の課程を含めて取り扱うことになっておりまして、こういうものの中で

も発達障害に関する内容が取り扱われているというところでございます。 

 いずれにしても、今後とも、関係機関と連携しながら、障害のある児童生徒への職業指導といった点

も含めまして、しっかりとした研修を行って、教員の専門性の向上というものに努めてまいりたいと考

えております。 

 

○小宮山（洋）委員 その教育の基礎のところで、障害についての教育も教員免許の中でされていると

いうことですけれども、現在もそれが十分だとは言えない。特に、今まで認識のなかなか徹底していな

かったこの発達障害についてもしっかりやっていただきたいというふうに思います。 

 次に、自閉症を初めとした発達障害への支援、実質的な支援について幾つか伺いたいと思います。 

 この発達障害は、各種の障害と比べて、運動機能や知能には問題がなく、困難性が高くないと見られ

ることが多いわけです。けれども、刺激への過敏性や突然のパニックなど、支援や介護が必要な場合も

実際に多くあります。ところが、現在の支援費などでの制度では支援の困難性の評価が適切でないとい

うことが多いのだと思います。 

 障害特性からくる生活上の困難性を正しく評価する仕組みをつくって適切な支援が受けられるよう

にする必要があると思いますが、そういう点について福祉政策の担当者の御認識はいかがでしょうか。 

 

○塩田政府参考人 ただいま議員から御指摘ございましたように、自閉症などの発達障害につきまして

は、一見してわかりにくいということとか、あるいは特定の事柄に強いこだわりがあるとか、あるいは

他人とのコミュニケーションに大変な苦労があるとか、非常に対応が困難な方々であると認識をしてい

るところでございます。 

 昨年の四月から支援費制度が始まっております。この支援費制度におきましても、残念ながら、知的

障害を伴う発達障害の方のみが支援費制度の対象でありますけれども、知的障害を伴う自閉症などの発

達障害者の処遇におきまして対応の困難さを適切に評価するという観点から、一つは、施設支援費の障

害程度区分において重度となるような評価ができるようにしているところでございます。二つ目には、



行動障害があって個別的な支援が必要な方々について、強度行動障害特別支援加算費支給の対象にして

いるところでございます。 

 また、先般、障害保健福祉施策の改革のグランドデザインを提案いたしました。この中で、施設サー

ビスとか在宅サービスの見直しをすることになっておりますけれども、その中で知的障害を伴う自閉症

などの発達障害の程度区分を設定するなど、適切な評価ができるような仕組みについて検討したいと考

えているところでございます。 

 いずれにしても、支援費制度などにおいて、自閉症などの対応の困難な方々についての正しい評価の

仕組みについて、これからもその充実に努めてまいりたいと考えております。 

 

○小宮山（洋）委員 今、知的障害を伴うと言われたように聞いたんですけれども、知的障害を伴わな

い場合もあるわけですよね。だから、そういうさまざまな状況にある子供たち、そういう人たちに対す

る適正な正しい評価をする、そのためには、やはりその政策をつくられる方々がそういう認識をしっか

りと持たれないと必要な政策ができないと思いますので、ちょっと今のお答えでは不十分かと思います

が、また同僚の議員が後でもいろいろな質問があると思いますので、先を急ぎます。 

 次に、施設の問題なんですけれども、第一種、第二種自閉症児施設を初め、自閉症者を多く受け入れ

ている入所施設、全国自閉症者施設協議会加盟五十七施設あると聞いています。さらに、最近自閉症者

がふえている知的障害者施設などの状況を改善して、こうした施設を発達障害者援助の資源として積極

的に活用してはどうかと思いますけれども、その点はいかがでしょうか。 

 

○塩田政府参考人 御指摘のとおりでありまして、発達障害者の支援を行っていく上で自閉症児施設な

どの役割が大変大きいと思っておりまして、そこの施設の専門家の方々の活用ということが非常に大事

であると思っておりますし、そういう施設を活用することで、身近なサービスとか御相談とかそういっ

たことも発達障害を持つ方々あるいは家族にとって可能になると思っております。 

 また、都道府県、指定都市の中核となる相談機関として自閉症・発達障害支援センターというものの

整備を進めておりますけれども、このセンターと先ほど議員が指摘された施設との連携とか、そういっ

たこともこれから重要だと考えているところでございます。 

 いずれにしても、社会のいろいろな発達障害に対する理解あるスタッフとか施設、さまざまな社会資

源を活用しまして、この法律の制定の趣旨がより充実したものになりますよう発達障害者の支援に努め

てまいりたいと考えております。 

 

○小宮山（洋）委員 もちろん新しいセンターをつくることも必要ですが、今のいろいろな財政状況の

中で新しいものをどんどんつくるというのは無理だと思いますので、やはりきめ細かいサービスを、支

援を提供するためには、今ある社会的資源を有効に利用するということもしっかりと考えていってほし

いと思います。 

 次に、発達障害が現在の障害者福祉施策の谷間に落ちてしまっていて適切な支援が行われていないこ

と、それをきちんと理解されているでしょうか。 

 現在の障害手帳制度では、手帳がないと支援が地域で受けられません。高機能自閉症、アスペルガー

症候群、ＬＤ、ＡＤＨＤの子供や成人に対する公的支援をどのような形で行っていくつもりなんでしょ

うか。精神障害者福祉手帳などの手帳の認定も受けられない発達障害者について、現行の手帳制度を変

えるつもりがあるのか、地域で必要なサービスが受けられる仕組みづくりについて伺いたいと思います。 

 

○塩田政府参考人 現在、発達障害につきましては、御指摘ございましたように、既存の障害者福祉法

制の対象に正面からはなっていないということ、それから、障害としての認識が社会一般に必ずしも広



がっていないということで、その障害の発見でありますとか適切な対応がおくれがちであるということ、

また、この問題に関する専門家が少なくてきちんとした対応がとりにくいといった課題がありまして、

発達障害を持つ方々あるいはその家族の方々が地域での支援がなくて大きな不安を抱えていると認識

をしているところでございます。こういう発達障害を持つ方々が地域の中で暮らしていけるためには、

幼児期から障害の特性に応じたさまざまなサポートが必要だろうと思っているところでございます。 

 その意味で、この法律ができることによりまして、例えば自閉症・発達障害センターを初めとする相

談支援体制を充実することができるとか、あるいは人材の養成のきっかけとなって早期発見とか、保育

や教育、いろいろな現場での支援が広がることが期待できると思っております。また、就業・生活支援

センターなど、福祉と雇用の連携ということもこれから広がっていくのではないかと考えているところ

でございます。 

 今後、この法律に基づきましてさまざまな取り組みをいたしまして、現行制度では、御指摘がありま

したように、手帳を持っている方にはそれぞれの法律に基づくサービスが提供されておりますけれども、

手帳を持たない方にとっては個別のサービスが受けられないという現状にございます。この法律に基づ

いてさまざまな取り組みをいたしまして、手帳を持たない方も含めて、発達障害を持つ方々に対するサ

ービスのあり方、あるいは支援体制のあり方ということを検討いたしまして、今後の課題になりますけ

れども、そうした方々へのサービスの制度的位置づけについても検討してまいりたいと考えております。 

 

○小宮山（洋）委員 法律をつくっただけで実質的サービスが受けられなければ何もならないわけです

から、この法律、随分いろいろ協議して修正を重ねてまいりましたけれども、最初は、思想はいいけれ

ども、実際のサービスが受けられないんじゃないかという指摘もいろいろありました。そういう意味で

も、今のような手帳を持たない人に対してもサービスが受けられるようにするという言葉だけではなく

て、実際にどういうふうにして行っていくかをぜひしっかり詰めていってほしいと思います。また委員

会でも、どのようになっているか質問を、後ほど、次の国会でもさせていただきたいと思います。 

 次に、発達障害支援センターについては、年間二千五百万円の予算というふうに聞いています。現在、

全国の二十カ所にしかないわけですけれども、全都道府県に設置できるのはいつを目標にしているんで

しょうか。また、東京や大阪などの大都市では一カ所では十分ではないのではないかと思いますが、そ

の点はいかがでしょう。 

 

○塩田政府参考人 平成十四年度から、地域で生活する自閉症などの発達障害に関する御相談に応じる

ということで、自閉症・発達障害センターの整備を図っているところであります。御指摘がありました

ように、現在十九カ所あるということでありまして、今後その質的、量的な拡充が必要であると思って

おります。 

 この法律ができることによって、そういう整備が加速度的に進むことを私たちも期待し、そのつもり

で頑張ってまいりたいと思っております。 

 自閉症・発達障害支援センターの予算でありますけれども、御指摘がありましたように、現在の予算

では、相談支援を担当する職員一名、療育支援を担当する職員二名、就労支援を担当する職員一名の四

名の方に必要な予算として、一カ所二千五百万円程度の予算が計上されているということでございます。 

 御指摘がありましたように、これでは不十分ではないかという声があることも十分承知しております。

この法案の施行後、実施状況とか、あるいはこの発達障害支援センターの事業の効果とか、いろいろな

ことを見きわめまして、予算のあり方についても検討していきたいと思っております。まずは、まだ十

九カ所しかありませんので、全都道府県、全政令市に設置を急ぎたいと思っているところでございます。 

 いずれにしても、この法案によって、今後自閉症・発達障害支援センターが質的にも量的にも拡充す

ることを、私たちもその方向で頑張っていきたいと思っております。 



 

○小宮山（洋）委員 大体いつごろを目標にしているかと聞いたのですが。 

 

○塩田政府参考人 何年までにということは申し上げられないのが財政制約もあって残念ですけれど

も、できるだけ早く、数年のうちには、すべての都道府県、指定都市に少なくとも一カ所は設置できる

ように努力したいと思います。 

 

○小宮山（洋）委員 大体数年というのは二、三年ぐらいのところを数年というのだと思いますが、そ

れでよろしいですか。 

 

○塩田政府参考人 そのような方向で努力したいと思います。 

 

○小宮山（洋）委員 しっかりと、これは議事録に残ると思いますので、またチェックをさせていただ

きたいと思います。 

 そして、発達障害というのは非常に高い頻度で起こる障害だからこそ、まず、障害としてとらえる前

に、子育て支援の施策として必要なサポートを受けられるようにすることが必要ではないかということ

を保護者の皆さんなどもおっしゃっています。子育て支援の担当者に対する発達障害と支援プログラム

についての研修、どのように行うか、もう少しこれは広げた話なんですけれども、そのあたりも具体的

な方策を伺えればと思います。 

 

○塩田政府参考人 発達障害児の方々に対しては専門的な支援が必要だという面がありますけれども、

御指摘があったように、普通の子育ての中で、いわゆる育てにくい子供の子育てをどうするかという側

面も有しておりますので、一般の子育て支援の担当の方々がこういう発達障害に対しての理解を深めて

いただけるということが大変重要であろうと考えているところでございます。 

 発達障害児に対するいろいろな支援とあわせて、一般の子育て支援対策との連携も当然ながら必要で

あろうと思っているところでございます。これまで保健師等に対する手引書なども配付しておりますけ

れども、冒頭申し上げましたが、来年度予算の中で、新たに都道府県、政令市の行政担当者などに対す

る指導者の研修でありますとか、保健師、保育士等に対する実務研修の実施なども考えておりまして、

こういう発達障害に対する理解を行政のいろいろな局面で理解されるスタッフをふやすべく努力した

いと思っております。 

 

○小宮山（洋）委員 先ほど、専門家の育成についてはこれから審議会をつくってやるというような、

検討会をつくってやるというようなお話でしたが、今言われたように、一般的な子育て支援の中でやる

ということは、そんな支援プログラムをつくるというほどの専門的な知識ということではなくて、認識

があり、そのような必要なところへちゃんと連携がとれるようにしていけばいいわけですから、やろう

と思えばすぐにできると思いますので、ぜひ、しっかりやっていただきたいと思います。 

 次に、一般の人たちの認識とか啓発のことについて伺いたいんですが、再三申し上げているように、

この発達障害、これは周囲の人たちからなかなか理解をしてもらえない、そして、育てていらっしゃる

方も我が子のことがなかなか理解をできない、それで本人と家族は非常に苦しんでいらっしゃるという

現状があるのだと思います。 

 その発達障害児を育てる保護者を孤立させないということが、こうしたことが原因の虐待とか、非常

に不幸な場合は無理心中などということもあると聞きますので、そうしたことを防ぐためにも重要だと

思います。 



 そのためには、社会全体、国民全体に対する啓発が急務だと思いますけれども、現状の認識とその啓

発の方法、どのようにしていくのか、伺いたいと思います。 

 

○塩田政府参考人 御指摘がありましたように、発達障害を持つ子供にとりまして、社会にその障害の

特性を理解してもらうだけで随分違うと思います。社会の周りの方々の理解があれば普通に暮らしてい

ける方々であろうと思っております。 

 ところが、発達障害について一般の方々の理解が必ずしも十分じゃないということで、例えば親御さ

んのしつけが悪いんだとか本人の性格が悪いんだといった、間違った、誤解が広がっているということ

でありまして、社会全体に正しい知識なり理解を広げていくことが最も大事な出発点であると思ってい

るところでございます。 

 こういうことにつきまして、厚生労働省といたしましては、一つは、保健、医療、福祉、教育、雇用

などの専門家だけじゃなくて、社会全体が正しい理解をしていただくということが大事でありますので、

例えば、ポスターでありますとか冊子を作成するでありますとか、シンポジウムを開催するなど、いろ

いろな形での啓発に努めたいと思っております。 

 また、先ほど来議論になっております、保健、福祉、医療関係者など行政関係者あるいは専門家への

研修も充実したいと思っておりますし、また、実際身近にある保育所などで、放課後クラブとか、発達

障害者と一般の児童との交流を広げていくことでありますとか、企業などの職場における発達障害への

理解の促進、あるいは、ＮＰＯなどでいろいろな活動を地域でされておりますけれども、そういう方々

に対する支援など、いろいろな取り組みをこれからやってまいりたいと思っております。 

 それから、こうした法律ができること自体も社会の理解を深める上では一つの契機になっております

ので、厚生労働省といたしましても、関係の方々と一緒になって、正しい理解が広まるように、そして

発達障害を持つ方々が地域で普通に暮らせるような社会づくりを目指して、努力をしたいと思っており

ます。 

 

○小宮山（洋）委員 最初に申し上げたように、この法律の目的というのは、実質的な支援が受けられ

るということとあわせて、国民が発達障害を理解するようになるという、アナウンスメント効果といい

ましょうか、啓発の効果があると思いますので、ぜひ、その点もよろしくお願いします。 

 そして、発達障害への支援は、就学前から小学校へというように、一生を通じて支援をつないでいく

ことが必要だと思います。現在の縦割り行政、福祉では、保育園、小学校、養護学校、就労と環境が変

わるたびに、ゼロから支援体制づくりを保護者みずからがやらなければならない現状があります。 

 垣根を越えた支援体制をどのようにつくるのか、また、だれが担い手となってコーディネーターとし

てつないでいく役割を果たすのか、これを厚生労働省、文部科学省に伺いたいと思います。 

 

○塩田政府参考人 発達障害者の方々への支援ということでは、幼児期、学齢期、青壮年期といった一

人一人のライフステージに応じて一貫した支援が重要だと思いますし、また、保健、医療、福祉だけじ

ゃなくて、教育、就労とか関係の分野の方々が協力して、これも一貫して支援をするという考え方が大

事だろうと思っております。 

 来年度の概算要求で発達障害者支援体制整備事業というのを要求しておりまして、これは都道府県レ

ベルあるいは障害福祉圏域、地域レベルで福祉関係者、教育関係者が一緒になって支援チームをつくっ

て発達障害者の応援をしていこう、そういう取り組みでございます。 

 中央レベルでも、文科省とはこの法案をつくる過程で一緒にいろいろな勉強をしてまいりましたし、

今後も支援については文科省と厚労省で協力していきたいと思っておりますし、現場のレベルでも、福

祉サイド、教育サイドが垣根を払って、発達障害者への支援ができるように努力をしてまいりたいと考



えております。 

 

○山中政府参考人 先生御指摘のように、発達障害のある子供一人一人のニーズに応じまして、また、

幼稚園から小学校、中学校、高校、そういった発達段階に応じまして、それぞれの子供に合った支援を、

また各段階連携しながら進めていくということは、非常に重要なことだというふうに考えております。 

 文部科学省におきましても、平成十五年度から実施しております特別支援教育推進体制モデル事業と

いうものを行っておりますけれども、この中でも、学校あるいは関係機関や保護者と連携いたしまして、

乳幼児期から学校卒業までというものを通しました個別の教育支援計画というものを策定できないか

ということで、そのモデル的な事業を行っているところでございます。 

 また、この個別の教育支援計画の中では、発達障害のある幼児、児童、生徒、子供の担任と、それか

ら、それぞれ小中学校におきましては校内委員会というものを設けますが、そこで特別支援教育コーデ

ィネーターというものを設けまして、こういう方が中心になって保護者との連携あるいは関係機関との

連携、十分意見を聞きながらその計画を立てるという形にしているところでございます。 

 今後とも、厚生労働省との連携を密にいたしまして、発達障害者の方のそれぞれの障害に合った形で、

総合的で一貫した教育ができますように、充実に努めてまいりたいと考えております。 

 

○小宮山（洋）委員 もう時間になりましたので終わりますが、厚生労働省、文部科学省、協力をして

やっていく、言葉だけではなくて、いろいろな場面でそういう言葉、きれいな言葉はたくさん伺います。

けれども、実質的には、実際からすると垣根が依然としてあるんです。でも、受ける側は一人、同じ人

なわけですから、言葉だけではなくて実効性のある連携した取り組みを、そして学校だけではなくて就

労まで続くような、その方がトータル一生続いて支援が受けられるような仕組みづくりをぜひお願いし

たいと思います。 

 また、警察官への研修とか、地域の中で普通に暮らしていけるような研修体制など、せっかくつくる

法案が十分な働きをするように最大限の努力をお願いいたしまして、私の質問を終わります。 

 

○松下委員長 次に、石毛えい子君。 

 

○石毛委員 民主党の石毛えい子でございます。 

 本法案に関しまして、私は、障害を持つ子供さんあるいは成人に対する施策は、福祉や教育、労働そ

の他さまざまな施策、制度が機能しておりますので、今回の質問は、本法案がそれらの施策を念頭に置

いて、それぞれどのような関係にあって動いていることになるのか、そこに関心を寄せて、きょうは、

この法案が成立いたしましたら実施に当たる省庁のうち、厚生労働省、文部科学省に質問をしたいと思

います。 

 そこで、早速厚生労働省への質問でございますが、法案の第二条「定義」は、「発達障害」の定義と

して、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他

これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定める

もの」としております。 

 この定義に関しまして、私は気になる点がございますので、それに触れて質問をしたいと思います。 

 まず、発達障害という概括的な障害概念は、私はまだ未確立なのではないかというふうに受けとめて

いるものでございます。アメリカでは、発達障害のうちに、知的障害、脳性麻痺も含まれております。

また、私個人ではありますが、発達というスケールで、自閉の子供さんが呈する状態ですとかあるいは

多動性の子供さんが呈する状態、そうしたそれぞれの子供さんが呈する状態を概括的に発達障害として

概念化していいのかどうかということも、私とすれば違和感を覚えますということを率直に表明してお



きたいと思います。 

 しかし、私は、そのような状態を呈する子供さんが二次障害を受け、あるいは保護者の方も大変な厳

しい状況に置かれている、そういう実情をお伺いし、また、私の知人、友人でもいらっしゃるというこ

とを想起すれば、そうしたことを思えば、支援を必要とされているというその実情は、私たち政治に携

わる者あるいは社会がきちっと受けとめなければいけないと思いますし、そうしたことを考えますと、

私は、この法案の名称をむしろ、自閉症、アスペルガー症候群その他というふうに具体的に法定化され

ている、そのことに特定障害者というような概括的な規定を置いて支援法としていただいた方がよかっ

たのではないかというふうに考えるものでございます。 

 「その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するものとして政令

で定める」ということになりますと、これから先、政令は内閣の手に移ってまいりますし、その具体的

な作業は各省庁が進めていくことになりますので、私ども立法府にかかわる者がそのことに対してきち

っと意見表明をする機会がどのようになるのか、そうしたことにも不安を覚えるというところでもござ

います。 

 そこで、この政令で定めるということ、恐らく、検討会ですとか場合によっては審議会とか、さまざ

まな最終的にここに法定化している具体的な障害以外の障害を定めていく場合に手順を踏むのだと思

いますが、その手順についてどのような透明性、公開性が図られるのかというようなことも受けとめて

いただきつつ、御答弁をお願いしたいと思います。 

 

○塩田政府参考人 まずは、発達障害という概念のとらえ方ですけれども、一番広い意味で発達障害を

とらえるとすれば、例えばアメリカに発達障害支援権利章典法というのがございますが、この法律は、

議員の御指摘のように、身体障害、精神障害も含めた、障害の別を問わない重度の障害者に対する支援

法という形をとっているところでございます。 

 後ほど議論があろうと思いますが、我が国の法制は、個別分野の法律をつくって対応してきたという

経緯がありまして、最終的には、アメリカの法制度のように、全体を包括するようなサービス法を目指

すべきだろうと思っておりますけれども、今回の発達障害者支援法の考え方というのは、現時点で緊急

性を要する制度の谷間にある方々をいかに支援していくかという観点からまとめていただいたものと

理解をしているところでございます。 

 ということで、その対象範囲につきましては、法律上は、必ずしも知的障害を伴わないけれども他人

との人間関係を築くことが困難であるなどの特徴を持っている脳機能障害で早期に発現するものとい

うことで、自閉症でありますとかアスペルガー症候群、学習障害、注意欠陥多動性障害などが例として

挙がっておりまして、さらに政令で対象範囲を決めるという法体系になっているところでございます。 

 政令の要件は、一つは自閉症などとの類似性があるということ、それから脳機能の障害であるという

こと、それから通常早期に発現する、こういった法律上の要件だろうと思いますけれども、どういう方々

を対象にするかについては、これからの障害者福祉法制をどうしていくかということも念頭に置きつつ、

今回の発達障害者支援法案の趣旨も踏まえまして、今後、専門家を初め関係の方々、広く多くの方々の

意見を聞きまして、今回これから行われる国会での御審議も参考にいたしまして、対象範囲については、

丁寧な手続を追って公明なもとで政府として政令を定めていきたいと考えているところでございます。 

 

○石毛委員 もう一度確認させていただきたいのですけれども、今回の議論も踏まえてというように御

答弁くださいましたけれども、政令で確定していくまでのプロセスというのは、例えば、今こういう状

態を判断してこういう障害の方々を新しく政令によって発達障害に加えていきたいというようなこと

は、内閣で確定される前に、例えば公にされて、私どもがそのことについて意見を言っていくというよ

うな、そうした公開性、透明性というようなことは担保していただけますでしょうか。 



 

○塩田政府参考人 いろいろな機会を通じて、御意見を伺う場は設定したいと思っております。それか

ら、政府でいろいろな政令などを定める際にはパブリックコメントという制度もございますので、この

政令についてもパブリックコメントをして、いろいろな方々の御意見を聞いた上で政令を定めていきた

いと考えております。 

 

○石毛委員 わかりました。 

 次の質問でございますけれども、先ほど塩田部長が多少触れられていたと思いますけれども、次期通

常国会で、知的障害、身体障害、精神障害の三障害に共通する福祉サービスを総合する、仮称ではござ

いますが、障害者福祉サービス法案を提出されると伺っております。 

 その法案の構成あるいは審議、成立に至った運びを想定しますときに、この法案との関係はどのよう

になるのでしょうか。お聞かせください。 

 

○塩田政府参考人 我が国の障害者に対する福祉に関する法制度は、障害の種別ごとに法律がつくられ

て発展してまいりました。現在は、知的障害者については知的障害者福祉法、身体障害者については身

体障害者福祉法、精神障害者については精神保健福祉法という三つの法律がありまして、それぞれの経

緯の中で、サービスの内容とかいろいろな体系もまちまちという現状にございます。 

 しかしながら、こうした障害を持つ方々が地域で暮らすという意味では、サービスについていろいろ

な共通性がありますし、障害の種別を超えて、地域で生活するための支援が必要という観点から、次の

通常国会に、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神障害者福祉法の福祉サービスの共通部分につ

いて一つの法律にまとめることによって、障害者の方々によりよいサービスが提供できるような制度の

仕組みにしたいということで、現在検討を進めているところでございます。 

 今回の法案で対象となる発達障害の方々ですけれども、知的障害を伴う場合には知的障害者福祉法の

対象のサービスを受けられる、あるいは、精神保健福祉法の精神保健手帳を申請された方はそのサービ

スを受けられるという制度になっております。そういう個別の法律の対象にならない方は、今度の法案

ができることによっていろいろなサービスとか取り組みに着手することができますけれども、現段階で

は、三つの法律の適用にならない方についてのサービスは制度化されていないという課題があります。

これについては、この法律の施行の状況を見ながら、将来の課題として、ほかの三障害と同じようなサ

ービスの対象になることが必要だろうと考えているところであります。 

 最終的には、先ほどの御質問にお答えしましたように、障害の別を問わず、発達障害も含めて一つの

法律のもとで共通の福祉サービスができるような法制度を目指すべきと考えておりますが、今度の法案

は、それに向けての一つのステップとして位置づけられるのではないかと考えているところでございま

す。 

 

○石毛委員 私の質問の趣旨からいいまして、塩田部長が今福祉サービス法の範疇で御答弁をくださっ

たのは、そのとおりだというふうに受けとめます。 

 ただ、発達障害者支援法は、構成が多少変わっておりましてといいますか、むしろ総合的でありまし

て、教育が入っておりましたり、就労が入っておりましたり、その他諸機関との連携が入っておりまし

たりしまして、その構成から見れば、障害者基本法とダイレクトに対応する、障害者基本法の特別法と

いうような受けとめ方もできるのではないかというふうに思っております。 

 ただいますぐに私がどちらがどちらというふうに申し上げるつもりはございませんけれども、塩田部

長が御答弁くださいました、やがて、総合的な障害者福祉サービス法に発達障害と呼ばれている方々が

制度としてお入りになるとしても、もう一つ、さらに大枠の総合社会支援法、仮称でございますけれど



も、私の表現でございますけれども、そうしたところも視野に置く必要があるのかなというような思い

はして伺っておりました。 

 次でございますけれども、申し上げるまでもなく、先ほど来の質疑の中にも登場してきておりますよ

うに、日本の制度としての障害者サービスというのは手帳制度をベースにしております。これが現状で

はいろいろとそごを来してきているという実態があると思いますし、国際的にも障害の定義は、御存じ

のように、ＷＨＯでは変更している、その変更の内容は、一言で言えば、医療モデルから社会モデルへ

変化をするというような動向となっております。厚生労働省は、この動向についてどのように認識をし

ているのでしょうか。 

 そしてまた、障害者基本法では、障害の種類、定義として難病は入っておりませんけれども、例えば、

第二十三条では、難病等に起因する障害のある人に関して施策の推進を規定しております。また、附則

にも難病に関する取り組みは規定をされているところでございます。 

 そうした難病の方々の状態を思い起こしつつ、病気や医療モデルに基づく障害の種類や程度に対応し

て施策を実施するのではなくて、日常生活や社会生活で生じる障害にどのような支援が実施されるべき

かという視点、こうしたところから障害者施策、制度が再構築されるべき時期に至っているものと私は

考えるものでございますけれども、いかがでしょうか。 

 

○塩田政府参考人 国際的に見て、障害の定義が医療モデルから社会モデルを目指しているということ

はおっしゃるとおりでありまして、我が国の障害福祉施策もそうした方向を目指すべきであろうと考え

ているところでございます。 

 ただ、いろいろな法律ができて、手帳制度ができて、それぞれいろいろなところで深く定着をしてお

りますので、直ちに医療モデルから社会モデルというわけにはいきません。技術的な検討とか、あるい

は関係者のコンセンサスとか、いろいろな準備が必要だろうと思っております。 

 また、難病の方々が障害者基本法の身体障害、知的障害、精神障害という状態になれば障害者福祉法

の対象になっておりますし、難病の方々に対する福祉サイドから、今現在は難病対策としての福祉施策

が講じられておりますけれども、一般の福祉対策の中で難病の方々をどう扱うかということが政策課題

になっていることも十分認識をしているところでございます。 

 いずれにいたしましても、障害者の定義をどうするかということは、我が国の障害者制度全般の根っ

こにかかわる大変重要なテーマでありますし、法律の総合化という議論もありましたけれども、そうい

う際に検討すべき大変大事な課題の一つであると認識をしているところでございます。 

 

○石毛委員 私は、大変心配をしております。繰り返しになる部分もありますけれども、障害者基本法

は、障害の種類を知的障害、身体障害、精神障害、三障害に規定をしておりまして、そして、今度、発

達障害者支援法が成立いたしますと、そこに規定された皆さんが制度、施策に該当されることになって

まいります。 

 そうしますと、難病の皆さん、難病と言われましても、難病の方でも状態に応じましては障害の認定

を受けて手帳をお持ちの方もいらっしゃいますから、難病者イコール福祉制度の対象外というこの規定

は行き過ぎだと思いますけれども、でも、多くの難病をお持ちの方が、手帳の取得を望んでおられたり、

制度として福祉施策の活用を望んでおられます。その方々が、ちょうど今度はその方々のみが法律の間

に落ちてしまう、落ち込んでしまう。 

 ですから、ぜひとも、次の障害者福祉サービス法案の検討の際もこのことに関して留意をしていただ

きたいと思いますし、難病の皆さんが期待をされていないんでしたら何も特別に申し上げることはござ

いませんけれども、大変今御懸念になっていらっしゃることでもありますので、十分にその要請あるい

は御活動の様子を受けとめていただきたいというふうにつけ加えたいと思います。 



 次でございますけれども、法案第五条一項は乳幼児健診を規定しておりますけれども、それに際しま

して、「発達障害の早期発見に十分留意」というような規定になっております。この法案が成立されま

すと、乳幼児健診はどのように変わるのでしょうか。 

 ヒアリングのときに伺いましたところ、今年度から、厚生科学研究で新しい健診内容が検討されてい

るということですけれども、どこの地域でどのような内容をモデルに行われているのでしょうか。詳し

くは時間もありますから結構ですけれども、端的にお示しください。 

 また、その研究結果は広く公表されていくのでしょうか。最終的に研修内容の変更が確定されるまで、

どのような手順で進められていくのでしょうか。そのことをお尋ねいたします。 

 

○伍藤政府参考人 母子保健法における健康診査でございますが、これは現在でも、既に一歳六カ月健

診、それから三歳児健診の中で、発達障害に関係するものとしては、精神発達の状況でありますとか言

語障害の有無でありますとか、その他育児上の問題についても検査ということで実施をしておりますの

で、基本的にはこのやり方で今後ともやってまいりたいと思いますし、むしろ、私ども考えております

のは、こういった健診を通じて、医師や保健師、それに従事する者がこういった発達障害というものに

早期に気づいて、それを地域でいかに支援をしていくか、そういった専門職の知見を高めるということ

が当面の課題ではないかというふうに考えております。 

 今御指摘のありましたような研究事業についても、今後どういう形でこれを実施していくかというこ

とで、一つは、乳幼児健診における高機能広汎性発達障害の早期評価及び地域支援のマニュアル開発に

関する研究ということで、これは福岡と東京をモデル地区とした研究を行っておりますし、それからも

う一つは、軽度の発達障害児の発見と対応システム及びそのマニュアル開発に関する研究ということで、

これは鳥取、山口、福岡、こういった地域における取り組みを一つのモデルとして、健診それからその

後の事後相談のシステム開発、こういったことに着目して研究を行っておるところでありますので、こ

ういうことが具体的な研究成果としてまとまってきた段階で、私ども、これが使えるものであれば、こ

れをまた各市町村における健康診査あるいはそのフォローアップ体制、そういったものに活用していき

たいというふうに思っております。 

 

○石毛委員 再度お教えいただきたいと思いますけれども、広汎性発達障害の子供さんに関しては福岡、

東京、それから軽度の発達障害の子供さんに関しては鳥取、山口、福岡というふうにお聞きをいたしま

したけれども、具体的に基礎自治体名をお教えいただけますか。 

 

○伍藤政府参考人 この県の中の具体的な市町村名というお尋ねだと思いますが、ちょっと今、直ちに

わかりかねる状況でございます。 

 

 

○石毛委員 担当の方がお見えになっていらっしゃると思いますが、おわかりにならないですか。 

 

○伍藤政府参考人 幾つかの研究者に委託をして行っておりまして、高機能広汎性発達障害の方は九州

大学の先生に主任研究者となっていただいておりますし、それから軽度発達障害の方は鳥取大学の先生

にお願いをしておりまして、その県内における取り組みをモデルとしてやっておりますが、ちょっと今、

具体的にどの地域で、どこの市町村でということまでは、大変申しわけありませんが、現に私、把握し

ておりませんというか、今手元に資料がございませんので、後ほど調べて御報告させていただきたいと

思います。 

 



○石毛委員 それでは、後ほど連絡をしてくださいますように要請いたします。 

 もう一点、質問の中で申し上げたと思いますけれども、厚生労働省で確定する健診の内容というのは

そんなに細かい内容のものではないように伺っております。ヒアリングの際も、フォーマットはこうい

う一枚をいただきました。 

 実際には、健診の中身というのは乳幼児健診を実施する市町村が最終的には作成をしているんだとい

うふうに理解をしております。しかしながら、このフォーマット、これは非常にシンプルなものだとい

うふうに思いますけれども、これでは、例えば高機能自閉症の方ですとか、それから、例えば注意欠陥

多動性障害と言われるお子さんについてはなかなかわかりかねるような、そういうものではないかとい

うふうに思います。 

 ですから、これのもう一つブレークダウンしたものといいますか、あるいは、これをつくり変えたも

のとして、新しい厚生労働省としての指針といいますか、マニュアルのようなものが出されていくんだ

と思いますけれども、その最終確定、市町村にそういうものをお知らせしていく、そのものができるま

での厚生労働省としての進め方、プロセスというものを御答弁いただきたいと思います。と申しますの

は、やはり、公開性、透明性というのは非常に大事な要素だと思いますので、お伺いいたします。 

 

○伍藤政府参考人 今、これは研究段階でありますから、この具体的な健診項目を今後変える必要があ

るかどうかも含めて、その研究成果を見ながら判断をしていきたいと思いますが、当面は、いろいろな

障害に対応するような今の健診項目の中でも実施をしておりますので、その中でどういうふうにこうい

った問題に取り組んでいけるか、医師や保健師のいろいろな専門能力を高めるような、それから地域の

支援体制をどうするか、そういったところに注力をしていきたいというふうに考えております。 

 

○石毛委員 もう一回確認ですけれども、新しく評価項目をつくり、評価リストに基づいて早期健診を

行うというようなことではなくて、医師、保健師等、専門職種のいわば診断力といいましょうか、そう

いう力量を高めるためのマニュアルといいますか、手引書といいますか、そういうものをつくるのであ

って、健診項目の中身そのものは変わるわけではないというふうに御答弁いただいたというふうに受け

とめていいですか、ここはすごく重要なところだと思うんですけれども。 

 

○伍藤政府参考人 研究を始めたばかりのところでありますから、この検査項目が不足なのか、これが

不十分なのか、あるいは、どういった観点からこの発達障害というものに取り組んでいくべきなのか、

そのあたりも全く未知数でありますから、今の時点では、直ちに、この健診の項目とかそういうやり方

を変えるということまでは考えておりませんが、先ほど言いましたように、この研究成果とかそういう

ものによっては、可能性は、これからそういうものを将来的に見直していくということはあり得るとい

うふうに考えておるところでございます。 

 

○石毛委員 ここのところは非常に重要なところだと思います。この法案を私の知り合いの方などと議

論をしておりましたときに、これは厚生労働省ではございませんけれども、文部科学省が、特別支援教

育に関しまして、通常学級におられる自閉症や、ここで法規定されているお子さんなどを担任の先生を

通じて把握をしていただいたところ、大体六％ぐらいではないかというふうに調査結果が出ましたとい

うふうに報告をされておりまして、その六％という数字といいましょうか、あるいはそうした方々がい

らっしゃるということが今中心になって、ベースになって法案も動いているわけでございます。 

 その六％の方が自閉症なのか、アスペルガー症候群なのかということの確定というのはまだできてい

ないわけですよね。できていないからこそ、乳幼児健診でも、今、九州大学の先生や鳥取大学の先生が

研究されていらっしゃるんだと思います。 



 私がある先生から伺いましたところ、六％を確定していくためには、健診を受けた子供さんの二〇％

ぐらいをスクリーニングしていかなければ六％というところにはいかないという、だから法文も、発見

したら発達障害者支援センターへの相談とか、そういうような規定のしぶりもあるわけでございますし、

現在でも、乳幼児健診では児童相談所へ健診というような二段構えの健診になっている、そういう仕組

みでもございます。 

 その仕組みが、さらに、こうした子供さんたちを明らかにしていくために健診を行うということにな

りますと、かなりの程度の子供さんが、まず第一次スクリーニングで発達障害があるのではないかとい

うふうに思われかねない、思われるかもしれない。それが、ある小児精神科医の先生は、二〇％ぐらい

の子供のスクリーニングから始まるのではないかというふうに言われておられます、いろいろと見解は

あるんだと思いますけれども。 

 そうしますと、二割内外の子供さん、二割内外の保護者の方たちが、もしかしたら、その年齢の子供

さんに比べれば動きが激しかったりとか、いろいろな状態の中で違うというふうに判断されたことと、

それから診断名をつけるということは、イコールではないかもしれないけれども、大変多くの子供さん

たちがまずグレーゾーンに位置づけられる可能性があるのではないか。だから、まだ、こうしたいわゆ

る発達障害という方々について、診断方法や治療方法や指導方法が共通コンセンサスを得るまでにはな

っていないのではないかというような強力な御意見もございます。もちろん、あるという御意見の専門

家の方もいらっしゃるでしょう。ですから、非常に多義的であるということを十分にきちっと認識して

いただきたい。 

 であるからこそ、私は、文部科学省さんにもこの点は後で確認させていただきたいと思いますけれど

も、乳幼児健診の健診項目の確定や、それから携わる関連職種や専門家の皆様がどのように判断される

のかということをきちっと確定していくプロセスを透明にして、そして議論をきちっと尽くせるように

して、そうした手だてを踏んでいかないと、やはり大変な反省点を残すことになりかねない。杞憂であ

ればそれにこしたことはないと思いますけれども、そんなふうに思っております。 

 ぜひ、伍藤局長の御答弁、まだ未知数だというふうにおっしゃいましたけれども、未知数を既知のも

のにしていくときのその政策担当としての手順の踏み方ということには十分御留意いただきたいとい

うふうに思います。何しろ、法律が成立すれば、後は動かしていくのは省庁でいらっしゃるわけですか

ら、そこのところは十分に申し上げておきたいと思います。 

 とりわけ、早期の発見、早期の発達診断に関しましては、往々にして、自治体の姿勢によりましては、

早期に、地域からとか、地域からというのはオーバーな表現かもしれませんけれども、近所やあるいは

保育園、幼稚園の子供たちの仲間から離れて違うところで分離になるというような問題もございますの

で、ぜひとも今申し上げましたことはきちっと受けとめていただきたいと要請いたします。 

 次でございます。 

 第五条四項に、「児童及び保護者の意思を尊重」というふうに記載されてあります。 

 まず、伍藤局長にお伺いします。 

 乳幼児健診を受けるか受けないかということは、まず第一義的に児童及び保護者の意思が尊重される、

優先されるというふうに理解をしてよろしいでしょうかということの確認をさせてください。 

 

○伍藤政府参考人 受けるか受けないかを含めて、この意思の尊重の中に入っておるものというふうに

思っておりますが、一般論としては、この発達障害にかかわらず、私どもは、子供のいろいろな健康管

理といいますか健康増進、そういった子供の健全な育成という観点から、できるだけ乳幼児健診の受診

率は高めていくようにということを従来から行政施策としては目標にしてきておるところでございま

す。 

 



○石毛委員 余り時間をとるわけにはいかないのですけれども、従来からそうしているから、これから

もそうしているというふうにおっしゃりたかったのかどうかと思いますが、現在、最も障害者施策の中

で重視されていることは、これは社会的コンセンサスになってきていることですけれども、自己決定の

尊重というところでございます。 

 あえて申し上げれば、健全な成長という「健全な」というのも、育てる親御さんや御本人から見ても

幅はあることなのではないでしょうか。ぜひとも、その自己決定の尊重、「児童及び保護者の意思を尊

重」、これはせっかく法案の第五条四項に規定されていることでございますので、十分にきちっと受け

とめていただきたいと要請をいたします。 

 同じ中身に関してでございますけれども、第五条三項は、医学的、心理学的判定とか、発達障害者支

援センターへの紹介、助言などを定めています。この点についても、児童、保護者の意思が第一義的に

尊重されると理解をしてよろしいでしょうか。そのことを確認させてください。 

 

○塩田政府参考人 障害福祉の理念として、本人の自己決定とかあるいは自己選択ということが大変大

事なキーワードになっているところでありまして、昨年四月からスタートした支援費もそういう考え方

に立ってスタートしたものと理解しております。 

 この五条の第四項の規定、「児童及び保護者の意思を尊重する」という規定は、そういう趣旨を書い

たものと理解をしているところでございます。行政などによって強制的に心理判定とか発達障害者支援

センターへの紹介とか、そういったことがあってはいけないことでありまして、保護者あるいは御本人

に判定の意味とかを十分説明し、理解をしていただいた上で行うべき、そういう趣旨の規定であると理

解をしております。 

 

○石毛委員 金子雇用対策部長にお尋ねいたします。 

 法第十条は、就労の支援に関してでございますが、私は、今回のこの法案の作成過程でお話を伺わせ

ていただきましたときに、大変感銘を受けましたと申しましょうか、そうしたことで本当に当事者の方

は動揺されたり苦労されていらっしゃるんだなと思いましたのは、アスペルガーの状態をお持ちの青年

が、ある集会の席で、職業安定所に相談に行ったところ、自閉症は就労支援の対象ではないと断られた

というように発言されたそうです。 

 厚生労働省は、何も、職業安定所、ほかのところで就労の支援を行う方々は手帳を持っていなければ

ならないという規定ではないのだと思いますけれども、これまでどんなふうに対応をされてこられたの

でしょうか。そこのところをお聞かせください。 

 

○金子政府参考人 お答え申し上げます。 

 ただいま御指摘をいただきました、自閉症の方は就労支援の対象とはならないというようなお話でご

ざいましたが、これは、発達障害者の方につきましても、障害者雇用促進法上は、身体障害者あるいは

知的障害者の方は現在雇用義務の対象とはなっておりますが、こういった雇用義務制度の対象にはなっ

てはおりませんが、職業リハビリテーションの措置につきましては、発達障害者の方も含めまして制度

上対象になっているところでございます。 

 したがって、そういう観点から申し上げれば、今御指摘いただきましたように、自閉症の方は就労の

支援対象ではないという発言は適切を欠くものだと思っておりまして、我々としても、こういったよう

な事実があるとすれば、今後とも、ハローワークの職員あるいは関係の機関の職員に対しまして、会議

や研修の場で、法の趣旨でありますとか発達障害につきまして、いろいろ周知徹底を図りますとともに、

職員の理解が深まるような方策をこれから本格的にやっていかなければいけないだろうというように

考えております。 



 

○石毛委員 重ねてお尋ねいたしますけれども、そうしますと、法案成立後は新しく通知をお出しにな

るというようなことをお考えでいらっしゃいますでしょうか。 

 

○金子政府参考人 雇用の観点で申し上げますと、近々にも全国の労働局の会議がございますので、そ

ういった場で改めて説明をする、あるいは障害者の雇用につきまして専任で担当しております職員の研

修がございますので、そういったところで周知徹底を図っていきたいと思っております。 

 省全体といたしましてどういう取り扱いをするかということは、もう少し検討させていただきたいと

思っております。 

 

○石毛委員 実は、一九九三年の障害者基本法の制定のときから附帯決議等で、就労だけではございま

せんけれども、先ほど来触れました難病の方あるいは自閉等の障害をお持ちの方への施策の充実という

ことは附帯決議などで規定されてきていたことでございました。 

 ですから、私ども立法府に所属する者といたしましても、もっときちっと施策の動向、推進の状況に

ついて留意を払うべきであったということを、私は、この法案を学ばせていただいておりますときに、

強く思った次第でございます。 

 同じようなことは、恐らく施策を担当する省庁にも言えることだと思います。附帯決議は、大臣がき

ちっとやってまいりますというふうに御答弁されることですから、省庁の側の責任として、やはり振り

返ってみて、至らなかったこと、きちっと対応してこなかったことが多々あると思います。そうしたこ

とを改めて思っていただきまして、たまたま就労支援に関して申し上げましたけれども、ぜひ、十全に

お受けとめくださいますようにと思います。 

 厚生労働省に対して最後の質問でございます。 

 第十四条あるいは第二十条に民間団体についての規定がございます。どのような団体を想定して、ど

のような施策を講ずることができるというふうにお考えになられますか。その点をお聞かせください。 

 

○塩田政府参考人 民間団体につきましては、現在、実際に発達障害者の支援をさまざまなレベルで実

施されておられます。例えば、社団法人の日本自閉症協会でありますとか全国ＬＤ親の会、あるいはＮ

ＰＯ法人えじそんくらぶ、その他もろもろのいろいろな方々が活躍をされております。そういう諸団体

を想定しているところでございます。 

 また、発達障害を持つ人たちによる当事者の団体も、これからいろいろな活躍が期待されるところで

ありまして、そういう方々も当然対象になり得ると考えております。 

 いずれにいたしましても、この法案の趣旨を実現する上で、民間の団体の方々が果たす役割は大変大

きいと思いますので、厚生労働省といたしましても、そういう民間の方々の知恵もおかりしながら、と

もに協力して、この法律の趣旨の実現に向けて、発達障害者の福祉の推進に向けて努力をさせていただ

きたいと思っております。 

 

○石毛委員 塩田部長の御答弁の中にございました中で、とりわけ私は、当事者団体に所属して活動さ

れる皆さんがエンパワーメントをしていけますように、国としても、やはり、発達障害と言われる方々

の活動領域だけではございません、いろいろなところで直接活動されている当事者団体の方々に対する

支援策、ぜひスタートをしていっていただきたい。充実していっていただきたいと言いたいところです

けれども、まだ、スタートしたかしないか、していないというふうに私は受けとめておりますので、そ

のように申し上げます。 

 ありがとうございました。 



 文部科学省にお伺いいたします。 

 いただきました時間で、急がなければならないのですけれども、法案の第五条二項に、先ほど申し上

げました健診についてですけれども、今度は就学時健診について規定をしてあります。この法案の成立

によりまして就学時健診が具体的にどのように変わることになっていくのか、その点について御説明く

ださい。 

 

○尾山政府参考人 お答え申し上げます。 

 市町村教育委員会が行います就学時健康診断の検査項目につきましては、学校保健法施行令で定めら

れておるところでございます。本法案成立後につきましては、学校保健法施行令第二条第七号の「その

他の疾病及び異常の有無」という項目におきまして、発達障害等も含む健康状態の把握に努めることと

なると考えております。 

 発達障害につきましては、ある程度の期間の観察が必要と考えられますので、就学時の健康診断だけ

では十分に発見することは困難であろうかと思いますけれども、就学時健康診断に当たりまして、保護

者の了解を得て小学校入学前の子供の状況についての情報の提供を受けることでございますとか、必要

に応じて専門医の判断を求めること等によりまして、できる限り発達障害の早期発見に努めていくもの

と考えております。 

 ただ、この点、いろいろ判断の難しい点もございますので、厚生労働省ともよく連携して対応してま

いりたいと考えておるところでございます。 

 

○石毛委員 先ほど厚生労働省に質問した点をもう一度文部科学省にも質問いたしますが、児童及び保

護者の意思の尊重に関しましては、第五条二項に規定するその健診に際しまして、児童、保護者の意思

を第一義的に優先するというふうに理解をしてよろしいでしょうか。 

 

○尾山政府参考人 本法案が成立した後につきましては、法案第五条第二項で就学時健康診断において

発達障害の早期発見に十分留意することが求められているだけではございませんで、法案第五条第四項

におきまして、その実施においては、「児童及び保護者の意思を尊重するとともに、必要な配慮をしな

ければならない。」とされているところでございまして、この点を踏まえまして、円滑な就学時健康診

断が実施されるよう、都道府県教育委員会を通じて指導してまいりたいと考えております。 

 

○石毛委員 質問通告はいたしませんでしたけれども、尾山総括官がお答えくださいましたので、配慮

しなければならないとしている、そのことはどのようなことを想定されていらっしゃるのでしょうか。

第五条の第四項は「必要な配慮をしなければならない。」という、私はそこまでは質問しなかったんで

すけれども、総括官がそういうふうに答弁されましたので、念のためにお答えいただければと思います

が、いかがでしょうか。 

 

○尾山政府参考人 保護者や児童生徒の意思に反してまで強制的に聴取するといったようなことなど

はしてはならないということではないかというふうに理解をしておるところでございます。 

 

○石毛委員 次ですが、関連して、第八条は教育に関する規定でございます。 

 この規定に関しましては、最初に法案の原案が出されましたときから、いろいろな議論を重ねまして、

今回提出の条文に最終的にまとまったものでございます。 

 この条文の中に、最後の方ですけれども、適切な教育的支援というような規定がございます。この発

達障害者支援法と並行して、現在、文部科学省において特別支援教育の推進が行われております。その



中に、個別の教育支援計画の策定ということが規定されておりまして、現にそれが推進されているとこ

ろでございます。 

 そこで、これも確認でございますけれども、この教育支援計画の策定は法的な義務づけではないとい

うことの確認と、それから、計画は保護者の意向によってはつくらなくてもよいということを確認した

いのですが、いかがでしょうか。 

 

○山中政府参考人 お答え申し上げます。 

 先生御指摘の個別の教育支援計画でございますけれども、これは文部科学省の協力者会議の報告にお

きまして、今後、障害のある児童生徒一人一人のニーズを正確に把握して、教育の視点から適切に対応

していくという考えのもとに、長期的な視点で、乳幼児から学校卒業後まで、その学校の中だけではな

くて、一貫して適切な教育的支援をどのように行っていくか、そういうことを子供一人一人に応じた形

で、しっかりとした教育支援の計画を立てていこうというものでございます。そういうものでございま

すので、法的にそれをつくらなければならないとかそういうものではないというものでございます。 

 また、現在、先生御指摘ございましたけれども、特別支援教育推進体制モデル事業というものを行っ

ておりますけれども、その中で、こういう個別の教育支援計画というものを個々の子供さん一人一人に

ついてつくってみるということを、今モデル的に行っているところでございます。 

 この場合、それぞれの子供一人一人に応じたものをつくっていこうということでございますので、そ

の作成に当たりましては、保護者の積極的な理解あるいは参加をしていただき、計画の内容、どういう

形で支援計画をつくるかという内容につきましても、保護者の御意見も聞きながらつくっていくという

ことでございます。実際に、もうそのような形で、学校の先生、保護者、あるいはコーディネーターと

いった方が話し合い、十分協議し、協力して、それぞれの支援計画を作成しているという状況でござい

ます。 

 

○石毛委員 念のために申し上げたいと思いますが、私は個別の教育支援計画を策定するということに

反対しているものではございません。 

 ただ、子供さんあるいは保護者の方のお気持ちやお考えや御意向と、それからその計画の進められ方

というのが沿わない場合もあるのではないか。こういうようなことも想定しますと、やはりこの策定に、

まずは児童や保護者の意向を第一義的に優先して受けとめていただきたいということは前提ではござ

いますけれども、場合によっては参画しないこともあり得るというようなこと、今御答弁いただいたこ

とでよろしいと思いますけれども、私はそのことを懸念する部分もあるものですから申し上げましたと

いうことです。 

 ぜひ要請をしたいと思いますけれども、やはり、国際的には、特別な教育のニーズを有する子供たち

も地域の普通学校で学ぶというインクルーシブの教育というのは、ユネスコのサラマンカ宣言以降、も

う潮流になっていることでございます。ぜひとも、この個別の教育支援計画につきましても、ともに学

ぶということを前提にして進めていただきたいということを要請いたします。 

 次の質問でございますけれども、特別支援教育の推進体制、このことに関連してでございますけれど

も、広域特別支援連携協議会というものや地域での特別支援連携協議会の設置が求められております。 

 ここで一つ私が心配をいたしますことは、発達障害者支援法案の方では、第三条第四項に、「犯罪等

により発達障害者が被害を受けること等を防止」してという、そのような規定がございます。 

 ここは、実は、当初の法案では警察が規定されておりました。これは、障害をお持ちの方の御意向な

ども踏まえまして、警察という文言は最終案からは削ることになりまして、先ほど申しましたような規

定のしぶりになったものでございます。 

 ただ、犯罪等といいますと、どうしても警察ということが浮かんでまいりますので、戻りますが、広



域特別支援連携協議会ですとか地域の特別支援連携協議会の構成団体となる関係部局に警察が想定さ

れているのかどうか。これは文部科学省だけではなくて、厚生労働省その他関係する部局が連携をとる

ということになるわけでございますけれども、特別支援教育について、この協議会が記載されておりま

すので、文部科学省にお尋ねいたします。 

 それからもう一つ、この協議会に発達障害をお持ちの方のリストが提出されるというようなことはあ

るのでしょうか。 

 

○山中政府参考人 お答え申し上げます。 

 先生御指摘のものは、特別支援教育の検討をしております報告書におきまして、障害者の方を支援し

ていくということになりますと、乳幼児から、また卒業後、就業というふうなことも含めてということ

もございますので、そういうこともございまして、特別支援教育を学校で実施していくという上におい

ては、やはり学校、教育委員会といった教育関係だけではなくて、特別支援連携協議会といったような

ものを地域あるいは県のレベルで設けていただきまして、そこで、それぞれの障害を持った子供たちを

どう支援していくのかということを総合的な立場から連携していただきたいというものでございます。 

 そういうものでございますので、その中心になる行政部局といたしましては、この法律の第三条四項

に規定をされておりますような教育、医療、保健、福祉、労働等、そういう各分野を想定しているとこ

ろでございます。 

 また、先生の方から、こういう協議会の場に個別の発達障害者のリストが提出されるかということで

ございますけれども、通常、ここでは発達障害者を支援していくというためにどういう形で連携してい

くのか、その施策の共通理解でございますとか、あるいはそれぞれ連携していくための調整とか、そう

いう機能をこの協議会に持っていただきたいと思っておりますので、そういう個別の名前のリストがこ

ういう場に提出されるというふうなことは想定していないというところでございます。 

 

○石毛委員 ありがとうございました。 

 最後に申し上げて質問を終わりたいと思いますけれども、この発達障害者支援法が、関係する当事者

団体の皆様から本当に強く要請されて成立に至るということは重々理解するわけでございますけれど

も、もう少し広げて、障害を持つ方への施策の状況を考えますと、御存じのように、国連では、障害者

の権利条約の策定が進められておりますし、世界的にも四十カ国を超える国々で障害者差別禁止法が制

定されております。 

 このような動向から、日本でも、先般の障害者基本法の改正において、「国連における障害者権利条

約の策定等の動向を踏まえ、制度整備の必要性について検討を行う」という附帯決議が付されたところ

でございます。 

 本法案につきましても、施行後三年での見直し規定を置いております。 

 この法案は、採決に至りました後に、実際に省庁によって行政的には推進されていくということにな

りますけれども、障害者の権利の確立、差別の禁止、ともに生きる社会の実現に向けて、本法が有用に

作用してくれますように希望し、期待をいたしまして、質問を終わりたいと思います。 

 ありがとうございました。 

 

○松下委員長 次に、泉房穂君。 

 

○泉（房）委員 民主党の泉房穂です。 

 今から三十分間、質問をさせていただきます。 

 まず初めに、今回の法案につきまして、中心となられました福島豊議員また関係当事者の皆さんのこ



れまでの御努力と熱意に対しまして、深く感銘いたす次第であります。 

 本来であれば、このような多くの方々の御努力と熱意のもとに成立が予定されている法案でございま

すので、もう少し積極的な、前向きな評価を持って質問をしたくは思っておりましたが、幾つかの懸念

事項もございますので、その点も踏まえて質問をさせていただきます。 

 本日、お手元の方にお配りさせていただいた配付資料についてでありますが、一枚は厚生労働省障害

福祉部部長の私案としてのペーパーからの印刷物であります。もう一つにつきましては、発達障害者支

援法案に関する比較表であります。一番下が議連の決定における法案、真ん中が先週提出された法案、

一番上段が本日委員長起草案となっておる内容でございます。 

 私といたしましては、幾つも変更点はございますが、そのうち七つばかりにつきましては、積極的な

評価がし得ると考えています。 

 まず一点は、第一条の「目的」のところの早期発見につきまして、早期発見の対象につきまして、当

初、「発達障害児」という人の書き方をしておりましたが、そうではなく、「発達障害」という状態に着

目した表現に改まっている点であります。もちろんのこと、障害につきましては、人ではなく、その障

害という状態に着目して支援をしていくことが必要だ、その見地から、この変更点、修正点につきまし

てはよかったと考えております。 

 二点目は、自立と社会参加が明文化されたことであります。これは、御存じのとおり、この春の障害

者基本法におきましても、第一条におきまして、三回も書き込まれている、まさにキーワードでありま

す。この部分が入ったことにつきましても、積極的によかったと思っております。 

 第三点は、警察に関する部分であります。警察に関しましては、さまざまな御意見等もございました

ので、その部分につきまして、懸念を払拭するような形で条文が、文章が変わったというふうに理解し

ております。 

 

 四点目は、教育についてであります。第八条につきまして、これも幾つかの団体からこの条文につき

ましての懸念がございましたので、第八条が変更となっておると理解しております。 

 そして、第十二条「権利擁護」につきましては、当初は権利擁護をすべき責務を負っている団体が都

道府県及び市町村でしたが、それのみならず国が入ったという点、これは当然のことでありますが、修

正になってよかったと考えております。 

 また、「差別されること等」という形で差別禁止の趣旨がこの十二条に加わったこと、これも積極的

に評価できると考えております。 

 また、最後に七点目につきまして、見直し規定が、当初なかったものが五年の見直しとなり、そして

本日の委員長起草案におきましては三年という見直し規定が置かれたこと。 

 この点は、ほかもございますが、この七つにつきましては、この間の努力をされた方々に対しまして、

深く敬意を改めて表しておきたいと思います。 

 しかしながら、こういった点を踏まえましても、現時点においてもまだ幾つかの懸念事項が指摘され

ております。今回、この法案が可決されることは、本当にある意味、関係当事者にとっての悲願であっ

たと思います。しかしながら、事実を率直に見詰める姿勢というものは必要であろう。 

 そのような見地から、具体的に申しますと、現時点におきましても、幾つかの団体、例えば、日本障

害者協議会、障害者インターナショナル日本会議、そしてまた今回教育分野を受け持つ日本教職員組合、

また、教育の欠格条項をなくす会準備会、これは統合教育を求める会でございますが、そのような会、

知的障害者の親の会でもございます社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会、精神医療の分野における市

民の人権擁護の会などなどから、この時点における本法案の成立について幾つかの心配事項が提示され

ております。 

 そういった事項がないように、本日の委員会可決の後、運用面などにおきまして、それらの点につき



ましての御配慮がなされることを強く望むものであります。 

 今回の法案につきましては、私が改めて語るまでもございませんが、一九七〇年の心身障害者対策基

本法に始まり、一九九三年の障害者基本法改正、本来であれば、この時点におきまして、今回の対象と

された方々が障害者の中に当然含まれているという附帯決議もございましたので、その附帯決議に基づ

いて個別の施策がなされていれば、今日を待つまでもなく、もっと早い段階で多くの支援が得られたと

考えております。 

 また、二〇〇四年、この春の障害者基本法の改正におきましても、またも今回の支援対象の方々が積

み残しになってしまった、そういった歴史的経緯の中に今日がある、そのような自覚はいたしておりま

す。 

 ただ、私が懸念するのは、大きく申しまして三点であります。 

 一つは、この法案が成立する、もちろんプラスの面があるのは当然であります。しかしながら、法律

というものはひとり歩きしてしまう可能性もあろうかと思います。この法律ができたことによって、今

回支援対象とされている方々が他の障害の方々のサービスから取り残されてしまわないかという懸念

が一点ございます。また、関係当事者の熱意や努力とは裏腹に、今の社会的な状況のもと、かえって今

回の支援対象とされた当の本人たちにとって、結果的にどうなるのかという心配もございます。また、

障害者施策全般に対する影響というものも考えられます。 

 この三点につきまして、質問をしてまいりたいと思います。 

 まず、内容面についてであります。 

 先週、谷間の障害者と言われる無年金障害者についての法案が可決されました。同じく谷間の障害者

に関する所得保障についての法案でありました。今回も同じく谷間の障害者に関する法案でありますが、

今回の法案につきまして、一体、この法案の成立によって具体的にどういったサービス、どういった支

援策が始まるのかという質問であります。 

 例えば、無年金障害者救済法案につきましては、その法案が通ることによりまして、来年の四月から、

障害等級一級には五万円、二級には四万円の月々の給付金が支給されます。今回の法案は、一体、この

法案が通ることによって具体的にどういったサービスが始まるのか、その点、まずお答えのほどをよろ

しくお願いいたします。 

 

○塩田政府参考人 この法案ですけれども、この法案は、議員から御説明があったように、これまで制

度の谷間にあった方々に対する支援をどうするかという観点からつくられたものと考えております。 

 これまで、知的障害のある場合は知的障害者福祉法のサービスが受けられていたわけでありますけれ

ども、知的障害を伴わない方々については、それぞれの法律によるサービスがないということでござい

ました。 

 この法案はまだ理念法の段階でありまして、政策の方向性は出していただいているわけでありまして、

この法律ができることによって、例えば発達障害者支援センターによる相談機能を充実することであり

ますとか、あるいは福祉と雇用分野の連携を密にすることでありますとか、あるいは教育分野と福祉分

野の垣根を取っ払うというようなことでありまして、直ちにこの法案で具体的なサービスが開始すると

いう性格の法案ではないと思っております。 

 これから、この法案の趣旨を受けまして、さまざまな取り組みを地域レベル、国レベルでやりまして、

一つ一つ検証して、将来は、後ほど議論になるかもしれませんが、障害の種別なく包括的なサービス法

の中で一本化されるべき、またそれを目指すべきであろうと考えているところでございます。 

 

○泉（房）委員 今回の法案、じっくりと何度も何度も読ませていただきましたが、理念法と申します

が、本当に具体的な支援については書き込みがなされていないということは残念でなりません。 



 私自身、先週の水曜日、犯罪被害者基本法にかかわり、委員会可決となりました。例えば、これも同

じく、これまで放置されてきた犯罪に巻き込まれた被害者や遺族に関する支援法でございます。 

 しかし、その法案につきましては、具体的にそれぞれの分野において、雇用の問題、住宅確保の問題

などなど、既にその法案にその後の方向性が書かれております。また、その後の施策決定におきまして

も、官房長官をトップとし、大臣六名が加わり、また、有識者という名の具体的な当事者や支援団体の

方も入った上で具体的な施策が遂行される、そういった法案になっております。 

 ところが、今回の法案は、そのような具体的な書き込みもなされておらず、また、具体的な施策遂行

における枠組みも書かれておりません。しかし、このことを今申したとしても、今から法改正がすぐに

なされるわけではないと思います。その点、運用に携わる面におきまして、条文には書かれていなくて

も、当事者や支援団体、またいろいろな方々の意見を踏まえて具体的な支援をしていく、そういった回

答をいただきたいのですが、お願いいたします。 

 

○塩田政府参考人 この法案では、それぞれの保健、医療、福祉、教育、雇用などの大きな方向性は書

かれておりますけれども、実際に、議員が指摘されたような政策の具体化という点では、予算をとり、

いろいろな細かな制度をつくっていく作業が必要であります。 

 御指摘のあった趣旨で、関係省庁とも連携して努力をしていきたいと思っております。 

 

 

○泉（房）委員 そして、今回の法案につきまして他の団体などからいろいろと指摘されているところ

は、この法案、理念法と言われましたが、その理念についての疑義が出されているんだと私は理解しま

す。 

 障害者福祉と申しましても、大きく言えば二つの考え方があろうかと思います。それは、幸せという

ものを、障害者本人の幸せをだれが決めるのかということにかかわっていると私は思いますが、本人の

幸せは、本人が決めるのか、そうではなく、国なり、社会なり、保護者なりがある意味決めてあげるの

かというようなところにかかわっているようにも思います。 

 今回の障害者基本法の改正、また、国連で作業がなされております国連の障害者権利条約の理念と申

しますのは、申すまでもなく、あくまでも障害者自身が権利の主体であり、であるがゆえに、障害とい

うものをそのまま受けとめた上で、そのままの状態で障害者と健常者がともに生きていく社会が理想で

あると考え、であるがゆえに、自立と社会参加というキーワードが出てくる。そして、障害者の種別な

く、支援される側から物事を見ていく、障害者を縦割りにしたりはしない、あくまでも施策を決めるの

は本人である、こういった理念であろうと思います。 

 それに対しまして、他方、国や社会や保護者の方から支援をしていくとなりますと、そうではなく、

障害者は支援の対象であります。そして、早期発見し、できるだけ健常者に近づくようにならないか、

そんな思いがにじみ出てまいります。 

 また、より丁寧な手厚い支援という視点から、どうしても障害の種別を分け、また、健常者と違った

形で、手厚い支援という名のもとに分離教育や別の取り扱いがなされてしまう、そういったこともあろ

うかと思います。 

 今回の法案、率直に感想といたしましては、一九七〇年の心身障害者対策基本法のような形の考えが

色濃く出ているように感じられてなりません。 

 しかしながら、この点も同じであります。今すぐに条文が変わるわけではなかろうと思いますが、理

念といたしましては、今回書き込みがなされておりませんが、支援対象となっている方々が当然権利を

有しており、今回法文にやっと入りましたが、自立と社会参加を目指し、あくまでも本人の自己決定を

尊重する、そういった趣旨からきた法案である、そういった理解でいいかどうか確認をしたいのですが、



お願いいたします。 

 

○塩田政府参考人 障害者福祉のキーワードとして、自立と社会参加が大事であり、かつ、いろいろな

分野において障害者自身の自己決定が必要であるということはおっしゃるとおりであると思います。 

 そういう観点から、昨年四月から支援費制度をスタートし、障害者の方が地域で暮らせるという政策

を目指しておりますし、今回の法案もそういった考え方に立って立案されたものと理解をしているとこ

ろでございます。 

 

○泉（房）委員 私自身は、この自己決定権の尊重というのは、言葉だけじゃなくて、今後の障害者福

祉施策に関して最も大きなキーワードの一つであろうと考えております。 

 今回、この法案につきましては、多くの関係当事者の思いのこもった法案であろうと思います。私自

身も、ある意味、思いのこもった中で今回対応させていただいております。 

 私ごとになりますが、私も、四つ下の弟は生まれつきの先天性脳性麻痺であります。生まれ落ちたと

きから、私自身、四つ下の弟とこれまで生きてまいりました。小学校に入るときに、養護学校に行けと

言われ、私と親含めて、市長に直談判をし、どうして障害があるからといって別の学校に行かなきゃい

けないのか、兄である私と一緒にどうして同じ学校に行ってはいけないのか、そういった思いで、結果

的に、何とか、お兄さんである私が一緒に通学をするという条件で、一緒に近くの学校に通いました。 

 そういった中、あれからもう三十数年がたっているというのに、いまだに日本の教育現場は原則分離

だということに、本当に情けない思いがいたします。 

 また、そういった思いでもって、障害者と健常者がともに一緒にやっていく社会を求めつつ、私自身

もその家族でございましたが、しかしながら、家族というものはなかなか本人にはなり切れなく、私の

弟が運動会に出たいと言ったときに、私も親も必死にとめました。 

 運動会に出ても走れるはずもないし、周りに迷惑もかかる、みっともない、だから別に運動会で走ら

なくても、応援団で一緒に応援すればいいじゃないか、私も親もそう言ってとめました。しかしながら、

弟はそれを振り払って出ました。もちろん、まともには走れません。しかし、私は、そのときに、幾ら

家族といっても、本人のためといっても、本当の本人の気持ちというものは本人にしかわからないのだ

ろうと幼心に感じた次第です。 

 私の原点はそこにありまして、幾ら家族や親が一生懸命、当の本人のためと思っても、おのずからそ

こには限界があってしまう、その視点であります。 

 高齢者の分野におきましても、具体的には、私自身弁護士をして、そういった分野に数多く携わって

おりますが、実際上、痴呆の始まった親に対しまして、家族がむしろ施設入所を勧めてしまう。当の痴

呆の始まったばかりの方は、引き続き住みなれた地域で暮らしたいと思っていても、むしろ家族がその

親の意思に反して特別養護老人ホームに入所手続をする、親も子供たちに迷惑をかけてはいけないと思

い、みずから施設入所をしていく。 

 そういった日々を、そういった毎日を送りながら、そうではなく、あくまでも当の本人の意思に従っ

て、住みなれたところで暮らしたい方は住みなれたところで、通常学級に行きたいと本人が思うのであ

れば、幾ら親が心配であったとしても、同じような環境で学ばせてあげられるような社会をつくってい

く、そういった姿勢が必要であろうと本当に強く思っております。 

 そういった見地から、文部科学省に質問させていただきたいと思います。 

 これも私が申すまでもなくお詳しいと思いますが、今、世界の中で、障害者と健常者を原則分離とい

う教育をしているところは、恐らく日本だけだろうと思います。国連の障害者権利条約の作業部会にお

きましても、日本のみがいわば特異な姿勢をとっております。 

 確かに、予算の伴う面もありますし、幾つかの解決すべき問題があることはわかります。しかしなが



ら、方向性としては、あくまでも当の本人に選択権を保障し、一緒に勉強したいと思うのであれば、一

緒に健常者と学べる環境をつくっていく、そういった方向は当然必要であろうと思いますが、この点、

文部科学省の姿勢を問いたいと思います。 

 

○山中政府参考人 先生御指摘の点でございますけれども、障害を持つ子供たちについて、障害の状況

に応じましてその可能性を最大限伸ばして、自立、社会参加、そのために必要な力を培ってもらいたい

ということで、そういう観点から、現在、盲、聾、養護学校あるいは小中学校の特殊学級等、あるいは

通常学級に在学しまして続ける等、いろいろな形でのカリキュラムあるいは指導方法ということで教育

を行っているところでございます。 

 また、文部科学省では、平成十四年の四月でございますけれども、学校教育法の施行令を改正いたし

まして、社会のノーマライゼーションの進展、あるいは教育の地方分権といった観点から、盲、聾、養

護学校の就学基準に該当する子供につきましても、その障害の状況等に照らしまして、小中学校におい

て適切な教育を受けることができるというふうに市町村の教育委員会が認めるという場合には、認定就

学という形でございますけれども、その小中学校に就学できるという形で、就学手続の弾力化というこ

とも行っているところでございます。 

 文部科学省としては、障害を持つ子供たちがしっかりと自立し社会参加できるような、そういう力を

養ってもらいたい、そういう観点からの教育、これを一生懸命充実していきたいというふうに考えてお

ります。 

 

○泉（房）委員 今お答えがございましたが、確かに弾力的な運用という形は、少しは始まったかとは

思います。しかしながら、現実的なところ、その認定される数は極めて限定的であります。原則、例外

が変わったわけではありません。日本の場合、原則が分離であり、例外的に一緒にやっていくというよ

うな姿勢はいまだ変わっていないと言わざるを得ません。 

 そうではなくて、あくまでも私が申しているのは、今も御指摘がありましたが、盲、聾につきまして

は確かに議論のあるところであります。盲、聾につきましてはむしろ手厚い特別な環境が必要である、

それは、確かにそういった面の議論もあることはわかっております。しかしながら、身体障害、知的障

害につきましては、そうではなく、むしろ一緒に学ぶことを基本的に皆さんおっしゃっておられます。 

 ポイントは選択権であります。当の本人に対してその選択権を保障していく、その姿勢であろうと思

います。そういった見地で、ここで押し問答いたしましても、今現時点ですぐに回答があるわけではな

かろうと思いますので、問題意識だけ提示させていただきました。 

 また、自己決定の問題につきましては、この点はそんなきれいごとでないことは、私も重々わかりま

す。重度の障害の方の場合など、判断能力が果たしてあるのか、そういった方に関して自己決定という

名のもとに本人に任せてしまうとかえって本人のためにならない、まさに目の前でそういった部分と格

闘している場合、そんなきれいごとでは済まない、それはまことにそのとおりであります。 

 しかしながら、あくまでも理念としては、当の本人の判断能力が不十分であったとしても、それを周

りがサポートし、あくまでも当の本人の人生は本人が決めていく、そこにどれだけその努力を働かすか、

そこの努力を怠ってはいけないのではないかという視点だと私は考えております。 

 その点、具体的な条文に即して質問させていただきますが、今回の法案の第三条の三項であります。 

 二行ばかり読ませていただきますが、「発達障害者の支援等の施策が講じられるに当たっては、発達

障害者及び発達障害児の保護者の意思ができる限り尊重されなければならないものとする。」この条文

であります。 

 これは、保護者の熱い思いも踏まえた上で入った条文であろうと思いますし、この条文自体は、むし

ろ、国や都道府県の方が勝手なことをするのではなく、あくまでも保護者の意思を踏まえた上で対応す



るという趣旨から書かれた条文であろうとは思いますが、しかしながら、今の私の申した視点からいき

ますと、あくまでも意思を尊重するのは当該本人、発達障害者その人ではないかと思う次第であるわけ

であります。 

 これは、結局のところ、障害者にとって自立と社会参加を阻むのは、もちろん今の国、社会でもあり

ますが、実際のところは、自分の親や家族というものが最後の大きな壁として立ちはだかってしまう、

そういった現実をやはり直視せざるを得ないと思います。 

 例えば、十五歳の場合、発達障害児であります。保護者の意思を尊重するのか、その本人の意思を尊

重するのか。そのときに一体どちらの意思を尊重して、例えば親が、やはり世の中に迷惑をかけてはい

けない、この子がかわいそうだ、ふびんだ、そういった思いから別の場所で学ぶという選択をとるとし

ても、当の本人が、いや、僕は一緒にやりたいんだといったときに、どちらの意思を尊重するのかとい

う、まさにそこの現場における判断にかかわる問題であります。 

 私は、その際、もちろんその本人の判断が明らかに誤っていたりした場合にはきっちり説得をする、

それは当然でございますが、しかしながら、やはり人間は自分の人生は自分でしか決められないわけで

ありますから、最終的には、保護者ではなく本人の意思を尊重するんだろうと思いますが、この点、ど

のように考えておられるか、お答えください。 

 

○塩田政府参考人 障害者福祉の理念として、障害者自身の意思が最も尊重されなければならないとい

うのが基本原則であろうと思っております。 

 先ほども申し上げましたが、昨年からスタートしたいわゆる支援費制度も、障害者のノーマライゼー

ション、あるいは障害者自身がサービスを選ぶ、自己決定の理念に基づいた制度であると考えていると

ころでございます。 

 今回の法案でも、ここに書かれておりますように、発達障害者自身の意思ができる限り尊重されて、

自己決定が確保されるということが必要であると思っております。 

 議員が言われたように、仮に発達障害児のケースで親御さんと子供さんの意思が一致しない場合、障

害者福祉の理念からいえば、やはり障害者御本人の意思が尊重されるべきであろうと思います。 

 しかしながら、ケースによっては、御指摘があったように本当に難しいケースがあると思います。そ

ういうときには、例えば専門家がよく両者の意見を聞いて、そのときの基本は、御本人の意思を尊重す

るということが基本であると思いますが、さまざまな専門家が公平な立場で親御さんたちを子供さんも

含めてサポートするといった対応などもあると思います。 

 いずれにしても、基本は、御本人の意思を尊重するということがこの法案の趣旨であると理解をして

おります。 

 

○泉（房）委員 次に、就労に関してであります。 

 今回の法案につきましては、そのことによって何らかの給付金が出るわけではありません。学校の現

場を卒業した後、皆さんそれぞれ社会に出てまいります。とする場合、結局、生活をどうやってやって

いくかであります。働かないとお金は入ってこないわけであります。 

 しかしながら、今の知的障害者の分野におきましても、なかなかそういった部分の理解も進まず、就

労支援、それぞれ厚労省も頑張っておられると思いますが、まだまだな面もあろうかと思います。まし

て、軽度の、軽度のといいますか、今回の支援対象となっている方々の場合、よりわかりにくい、つま

り、障害が重度であればあるほど大変なというわけではなくて、むしろ、わかりにくければなお余計大

変だ、そういう面もあろうかと思います。 

 そういった面における就労支援、今回の法案ができたとしても、例えば障害者の雇用率に反映された

りはしないと思いますが、しかしながら、今後どういった形で就労支援をしていくのか、この点、明確



にお答えいただきたいと思います。 

 

○金子政府参考人 お答え申し上げます。 

 今議員御指摘のように、障害者の雇用に関する法律につきましては、発達障害者の方については現在

雇用義務の対象にもちろんなっておりません。ただ、法律で想定をしております職業リハビリテーショ

ンの措置、こういったものを中心にいたしまして支援の対象には制度上はなっておるわけでございます。 

 具体的にどういうことができるかということでございますが、一つは、ハローワークにおきます職業

相談や就職後のいろいろな助言指導でありますとか、あるいは全国に四十七設けております障害者職業

センターにおきますいわゆる職業リハビリテーション、この中にはジョブコーチ制度と言われているも

のも含まれておりますけれども、こういったものによる職場定着支援といったようなことが制度的には

できるようになっておるわけでございます。 

 要は、やはりこういった制度を使って発達障害者の方の就労、雇用をどうやってこれから支援してい

くかというところが大きなポイントだろうと思います。 

 私どもといたしましては、今回の法案を契機にいたしまして、こうした制度を十分に活用いたしまし

て、保健、福祉、教育等の関係機関とも連携を図りながら就労機会の確保に努めていきたいと思ってお

ります。 

 

○泉（房）委員 現時点における答弁としては今程度であろうと思いますが、それで足りるものではな

いことは当然御認識されていると思います。本当に、仕事はしないと、お金の問題もそうですが、まさ

に誇りを持って人生を送っていくということもなかなか難しくなります。就労支援につきましては、ほ

かの面もそうですが、本当に特に力を入れていただきたいと思います。 

 最後の質問でありますが、配りましたペーパー、一枚ペーパーの色紙であります。この図はあくまで

も私案という形で聞いております。 

 この図を見れば明らかなように、まさに、谷間の障害者のうち、今回につきましては発達障害者、軽

度の発達障害をお持ちの方々などにつきましての法律であります。しかしながら、難病につきましては、

今回については対象とはなっておりません。難病の問題をどのように考えられるのかというのが一点。 

 そしてもう一点は、今回の発達障害者支援法ができたとしても、具体的なサービスにすぐ直結するわ

けではない。そういった中で、本来であれば、一番下にあります総合的な障害者福祉の法律の中にきっ

ちりと位置づけられて、障害の種別なく、本当に支援を必要としている方すべてに対して、その人が必

要としている支援をしていく、そういった法律をつくっていくべきだろう、そのように思うわけであり

ますが、方向性としてはそのような方向でいいと確認してよろしいのかどうか、御答弁よろしくお願い

いたします。 

 

○塩田政府参考人 障害者基本法という法律がありますけれども、障害者基本法は、原因の別のいかん

を問わず、すべての障害者に対する施策のあり方の基本方向を定めた、いわゆる障害者福祉行政の憲法

というべき法律であろうと思います。 

 現行の福祉サービスにしろ、個別の分野の法律は、お手元に配られてあります資料にありますように、

個別の法律があって、残念ながら制度の谷間になる障害者がいらっしゃるということでございます。 

 今後の方向としては、障害者基本法の上に立って、障害の理由のいかんを問わず、共通の障害につい

ては共通の、すべて包括的なサービスなりを目指すべきだろうと思っております。その方向に向けて取

り組んでまいりたいと考えております。 

 

○泉（房）委員 ありがとうございました。 



 本日、委員会で可決し、これがまさに第一歩であり、これからスタートである、そういった思いを持

って質問を終わらせていただきます。 

 関係者の方々、どうも御苦労さまでございました。 

 

○松下委員長 次に、市村浩一郎君。 

 

○市村委員 民主党の市村でございます。 

 これから三十分間、質問させていただきます。 

 私は、この発達障害者支援法のことを聞きましたのは実はことしに入ってからでございまして、ＬＤ

親の会の方々、地元の方々がわざわざ事務所を訪ねていただきまして、この法律が臨時国会に提出され

る可能性があるということのお話をいただきました。 

 そして、そのお話を聞いて初めてこのことを知ったんですが、私としても、こんなことが今まで何で

きちっと立法府の立場で対処といいますか、対応されてこなかったのかなということを正直に感じたわ

けでございます。 

 親御さんたちとお話をしていますと、本当に切実な声が、また気持ちが伝わってまいります。 

 一日も早く発達障害というものに対して社会のしっかりとした認識を確立していかなくちゃならな

いということ、そして、その結果、その過程でもいいんですが、しっかりと発達障害に対しての社会的

な取り組みをしていかなきゃならないということが求められているんだということを私も強く感じて

いる次第でございます。 

 この間お話もしましたら、もう既に四十年間もこうした問題に取り組んでいらっしゃる、御努力され

ている方々もいらっしゃるということでありまして、本当に今回この臨時国会で早期成立を図るべきだ、

このような立場で私もこの法案に賛成者の一人として名前を連ねさせていただいております。 

 本当に、これまで福島先生を初め、この法律の作成につきまして御努力された皆様には心からの敬意

を表して、今から質問を始めさせていただきたいと存じております。 

 また、発達障害者支援につきましては、やはりこれは福祉と教育というものが密接に連携をとる必要

があるように感じております。今後のこの法律が、先ほど答弁の中にも、この法律は、理念法であって

政策の方向性を定めるものであるということであります。これから具体的になってくるわけでございま

すけれども、今後のためにより明確にしておきたい点をこの場で質問させていただきたいと思っており

ます。 

 この法律を通じまして、発達障害に対する知識が普及していけば、恐らく、いや、必ずや、発達障害

に対する周りの理解が深まりまして、二次障害と言われるもの、この発生を防ぐこともできると期待さ

れております。 

 まず、発達障害と支援の状況について御質問させていただきたいと存じます。 

 最近問題になっております例えば学級崩壊や引きこもり、登校拒否なども、発達障害が原因の一つと

考えられていると聞いておりますが、ＬＤ、学習障害ですね、またはＡＤＨＤ、注意欠陥多動性障害、

そして高機能自閉などの発達障害者と言われている人々の全人口当たりの有病率推計値というのは存

在するんでしょうか。また、あるとすれば、現状において、発達障害と思われる方々の有病率はどれぐ

らいなのか、どうぞよろしくお願いします。 

 

○塩田政府参考人 我が国におきます発達障害者の数とか障害が出現する率というのは、正確な数値は

把握されておりませんけれども、欧米の専門家のデータでは、例えば、自閉症が八歳以下の〇・六％、

注意欠陥多動性障害が学齢期の三から七％、学習障害が生徒の五％とされるデータがございます。 

 また、文科省から御答弁した方がよろしいかもしれませんが、平成十四年に文部科学省が実施した調



査におきましては、知的発達におくれはないものの学習面や行動面で著しい困難を持っていると担任教

師が回答した児童生徒の割合は六・三％とされているところでございます。 

 今後、厚生労働科学研究などを活用しまして、発達障害に関するきちんとしたデータの把握に努めて

まいりたいと考えております。 

 

○市村委員 きょうは文科省の方もいらっしゃっていると思いますが、今の六・三％の数字は、大体現

状をある程度正確に反映するものと考えていいんでしょうか。 

 

○山中政府参考人 今の六・三％という数字でございますけれども、これは平成十四年度に文部科学省

が実施いたしました通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実態

調査というものを行いまして、これは、医師の診断を得てやったということではございませんで、その

担当している教師が、こういう項目という項目を設定いたしまして、その項目の設定は専門家が設定し

たものでございますけれども、それに該当するという可能性のある子供の数を調査したところ、それが

六・三％程度の割合であったということでございます。 

 

○市村委員 今御答弁の中に医師の診断という言葉がありました。発達障害というのもまた、まさに今

の定義のことでもかなり法律の作成段階でも議論になったと聞いておりますが、現状において発達障害

の診断を専門医に受けるためには何カ月も待たなければならないというふうに聞いておるんです。 

 ところで、この本法の定義するところの発達障害を診断できる医師の方は、今現在どれぐらいいらっ

しゃるとお考えでしょうか。 

 

○塩田政府参考人 発達障害者の方を支援する上で、正確な診断ということが必要でありますし、その

ためには専門的な知識や技能を持つ医師の確保が非常に重要だと考えております。そういう専門家の数

が少ないというのは御指摘のとおりでございます。 

 一例で申し上げますれば、日本児童青年精神医学会が認定医制度を設けておりますけれども、全国で

百六名ということでありまして、二十歳未満人口十万人当たり〇・四二人ということでございまして、

専門家をどう養成するかということが非常に重要であると思っております。 

 この法案の成立を契機に、厚生労働省といたしましても、児童精神科あるいは児童福祉の専門の医師

の養成をしたいと思っておりまして、これは、さきの質疑の中でも申し上げましたが、平成十六年のう

ちに検討会を設けて検討したいと思っておりますし、来年度の厚生科学研究においてもそうした研究を

したいと思って、今後とも努力したいと思っております。 

 

○市村委員 最初に小宮山委員の方からもありましたように、やはり百六人というのでは余りにも少な

過ぎるということであります。これからだと思いますが、ぜひとも、そうした施策に対応していただき

たいと思います。 

 実は、診断についても、私が聞いているところによりますと、発達障害の対応が最も進んでいると言

われる米国では、安易に医師が診断を下して薬を処方するという問題も指摘されているようであります。 

 そうした観点からすると、勉強不足の医師による安易な判断は避けなければならないということが思

われるわけでございますが、私としては、医師の判断のみを絶対の基準とするのではなく、心理系、福

祉系、教育系の立場の方々が参加する総合的な診断が必要となってくると考えておりますが、その点、

いかがでございましょうか。 

 

○塩田政府参考人 御指摘はそのとおりだと思います。 



 特に、発達障害は、医療的なケアというよりは、発達障害をいろいろな地域の人たちが受け入れ、そ

して発達障害を持つ方々の障害の特性に応じていろいろな日常生活のサポートをするということが大

事でありますので、医師のみならず、心理系、福祉系、教育系、さまざまな専門家の養成が必要ですし、

それとあわせて一般の地域住民の理解ということが不可欠だろうと思います。 

 この法案を契機に、いろいろな角度で努力をしていきたいと思っております。 

 

○市村委員 次に、特別支援教育についてちょっとお聞きしたいと思います。 

 これは、文科省の皆さんへの質問なんですが、ここ数年、文科省の方で、主に発達障害を対象にした

特別支援教育のモデル事業を進めているとお聞きしています。その文科省の進めてきた特別支援教育で

は、発達障害者に対してどのような対応をとってきたのでしょうか。例えば、教育現場における発達障

害関係の研修機会をふやす予定はありますでしょうか。よろしくお願いします。 

 

○山中政府参考人 お答え申し上げます。 

 発達障害のある子供さんたちへの教育につきましては、かなり高度、かつ、あるいは専門的な知識、

経験というものが先生方にも求められるというふうに思っております。 

 そういう意味で、例えば、国立特殊教育総合研究所でございますけれども、ここで、発達障害の子供

たちへの対応に指導的な役割を果たします先生方、こういう先生方に対する研修でございますとか、あ

るいは、それぞれ個別の学校で、保護者を含めました関係者の方々、あるいは学校の外の専門家の方、

そういう方と連絡調整をしていただけるような、特別支援教育コーディネーターというふうに呼んでお

りますけれども、こういう方の養成ということも行っているところでございます。 

 また、各都道府県におきましても、こういう方がまた都道府県に戻りまして、それぞれの県での実情

に応じました研修の充実といったものも図っているというところでございます。 

 

○市村委員 今、特別支援教育のことを申し上げましたが、このたびの発達障害者支援法案の中に出て

きます発達障害者支援センターと特別支援教育センターとの連携というのはどうなっていくのか、これ

については文科省、厚生労働省、それぞれからお答えいただきたいと思います。 

 

○山中政府参考人 今現在、文部科学省で特別支援教育推進モデル事業というものを行っておりますけ

れども、この中で、特別支援連携協議会というものを設けまして、教育界だけでなく、学校、教育委員

会だけでなくて、いろいろな福祉、労働等の関係の機関とも連携しながら、しっかりとした支援をして

いこうということで取り組んでいるところでございます。その場合、当然、発達障害者支援センターと

いうようなものもその連携する先として含まれてくるというふうに考えております。 

 実際には、現在全国で十九カ所でございますか、発達障害支援センターがございますけれども、この

モデル事業の中でも、特別支援連携協議会の中にそのセンターの方が加わっていただいている事例、あ

るいはセンターとこの協議会が連携いたしまして研修を実施している事例というところもあるところ

でございます。 

 今後とも、福祉、労働等の関係の機関と連携しながら、この協議会もしっかりと御支援をしてまいり

たいというふうに考えております。 

 

○塩田政府参考人 発達障害者支援センターはこれから大きな役割を果たすと思っておりますが、現在

全国で十九カ所でありますので、これをまず全国、全都道府県、全政令指定都市にふやすということが

前提となりますが、文科省サイドの教育センターと発達障害者支援センターの連携が必要です。来年度

予算で、両者も加わった、福祉と教育サイドが垣根を取り払った協議会をつくって支援をするような仕



組みを考えているところでございます。 

 今後とも、教育と福祉の垣根を取り払うということが大事ですし、この法案がその契機になると考え

ているところでございます。 

 

○市村委員 ありがとうございます。 

 次に、支援体制についてお伺いしたいと思います。 

 発達障害者の発達支援に当たっては、早期発見、早期対応が重要と言われています。学校での対応は

特別支援教育の導入などもあって少しずつではあっても対応が進みつつあるようでありますけれども、

例えば就学前、保育園や幼稚園の対応はまだまだとお聞きしておりますが、まず、保育園では、この法

律制定を受けて次年度以降どのような対応を行うのか教えてください。 

 

○伍藤政府参考人 障害のある子供に対する保育についてでございますが、これまでも保育所の保育指

針というのを定めて、一人一人の子供の発達や障害の状態を把握して保育する、こういうことを基本に

しておりまして、障害児保育もできるだけ幅広く取り入れるようにということで進めてきております。 

 それから、障害児の保育に関する保育士さんなどの研修を充実する、こういうことも取り組んでおり

ますし、それから、軽度のものも含めて、障害児を一定数受け入れた場合に、その保育所に助成措置を

講じる、こういう施策も講じているところでございますので、こういった施策を来年度以降も引き続き

充実をさせ、それから、新たに、発達障害児、こういう概念も出てまいりますので、こういったものに

きめ細かく取り組めるように努力していきたいと思っております。 

 

○市村委員 ありがとうございます。 

 それでは、幼稚園の方では、この法律制定を受けて次年度以降どのような対応を行うか、よろしくお

願いします。 

 

○山中政府参考人 お答え申し上げます。 

 幼稚園でございますけれども、幼稚園におきましても、発達障害を含めました障害のある子供たちの

受け入れということ、あるいは指導の充実ということを図ってきたところでございますけれども、平成

十五年から、幼稚園における障害のある幼児の受け入れや指導に関する調査研究というものを市町村の

教育委員会に委嘱して実施しているというところでございますし、また、来年度の概算要求でございま

すけれども、幼稚園それから高等学校等も含めまして、一貫した障害を持つ子供たちへの支援体制を構

築するというために、特別支援教育体制推進事業というものを四十七都道府県で行いたいというふうに

思っているところでございます。 

 

○市村委員 ありがとうございます。 

 次に、早期診断についてちょっと御質問したいと思いますが、早期診断の重要性は言うまでもないと

いうことであります。 

 ただ、正確な診断を行える専門家が少ないという現状において、いたずらに診断を下すことによりま

して混乱が生じる可能性もあると思われまして、例えば母子保健法に基づく健康診査での早期発見が規

定されておりますけれども、実際に診断を行う医師や保健師が正確な診断を行えるようにするためには

どのような支援を行うのか、これについてもよろしくお願いします。 

 

○伍藤政府参考人 現場でこの発達障害児の支援に当たる医師や保健師、こういった者の専門知識の普

及というのは大変重要なことでありますので、従来から保健師等による保健指導、こういったものの充



実を図るためにいろいろなマニュアルをつくって自治体に配付をしております。それから、来年度の概

算要求におきましても、自治体の保健師等を対象とした研修を実施するということで要求をしておると

ころであります。 

 それから、いろいろな各種研究でございますが、今年度内に私ども検討会を立ち上げて、先ほど来議

論がありますが、小児科とか児童精神科の領域のこういった医師の確保についての検討を始めたいと思

っておりますし、来年度の科学研究費の中におきましても、こういった子供の問題に対応できる専門医

の確保、育成のあり方、こういったものの研究をしていきたいというふうに考えております。 

 

○市村委員 同様に、厚労省さんへの質問なんですが、就学時の健康診断を行う医師等が正確な診断を

行えるようにするためにはどのような支援を行うのか、お願いいたします。 

 

○尾山政府参考人 文部科学省でございます。 

 発達障害につきましては、ある程度の期間の観察が必要と考えられますので、一回の検査で十分に判

断することは困難であること、また、現在各市町村において専門家の確保に困難を伴う場合があると考

えられること等の理由から、現時点におきましては、就学時の健康診断だけでは十分に発見することは

困難であると考えております。 

 しかしながら、今後、発達障害の早期発見という観点からは、入学後の学校生活における観察等を通

じてだけでなく、就学時健康診断に当たりましても、できる限り正確な診断、発達障害の早期発見に努

めていただくことが重要であると認識しております。 

 このため、文部科学省といたしましても、現在、学校・地域保健連携推進事業というものを進めてお

りますが、これは学校と地域保健が連携し、健康相談活動について円滑な運営ができるよう専門医を学

校へ派遣している事業でございますけれども、こういった事業を通じまして学校が精神科医や小児科医

などの地域医療の専門家に相談し指導を得られるような体制を整備することでございますとか、あるい

は、発達障害児の教育支援を行う体制を整備するため策定しましたガイドラインの試案につきまして、

都道府県教育委員会等の御意見等を踏まえて必要な見直しを行いまして、都道府県教育委員会等にお示

しすることなどにより支援してまいりたいと考えておるところでございます。 

 

○市村委員 厚労省さんからはないということで、まあ、今のでよしとします。 

 次に、権利擁護について御質問したいと思います。 

 例えば、発達障害に熟達した専門家の適切な診断と配置が行われなければ、発達障害者の中でも攻撃

性の強い児童生徒などに対して、本人の発達を促すという名目で、親の意思や本人の意向を無視して、

薬の投与など治療の強制を行う可能性があるのではないかという不安があるとも聞いています。 

 そうした場合を含めて、第十二条にもあります権利擁護が非常に重要になってきますけれども、具体

的に就学期の児童生徒に対してはどのように権利擁護を行うことを想定しているのかということで、文

部科学省の方からお願いいたします。 

 

○山中政府参考人 お答え申し上げます。 

 薬の投与等のところはまた医療的な行為ということになろうかと思いますけれども、学校現場におき

まして、今回の法律の対象になりますような発達障害のある子供さん方、この教育を行うという上では、

この法律にございますように、権利擁護といったものに十分配慮して支援を行っていくということが必

要になるというふうに考えております。 

 発達障害を持つ子供の指導につきましても、保護者の理解、協力、これが不可欠でございますので、

非常に重要でございますので、指導に際しましては、保護者とも、よく説明し、あるいは理解を得なが



ら、協力しながら進めていくということが必要になってくるというふうに考えております。 

 こういうふうな観点から、文部科学省におきましては、小中学校の体制整備ということで、ガイドラ

イン、試案でございますけれども、これを作成いたしまして、すべての教育委員会あるいは小中学校に

配付しておりますし、また、先ほど申し上げましたような研修というものを通じまして、発達障害に関

します教育に携わる者の理解、これを深めていくということをしっかりと進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 

○市村委員 現代、いろいろ薬が大変進歩してきまして、いろいろな形で、この状況にはこうした薬を

打てばいいということがだんだんわかってきている昨今でありますけれども、やはり、だからといって、

では、騒げば薬を打てばいい、攻撃性が強いから薬を打てばいい、こういうことではないということで

ございますので、その辺はきちっと踏んまえていただいて対処していただかなきゃならないと思います

ので、そこをぜひとも強調しておきたいと思います。 

 それから、就労支援につきまして質問させていただきたいと思いますが、やはり、何といいましても、

発達障害者の皆さんにとってみれば、周りの理解を深めるという意味でも就労支援が非常に重要だろう

と思います。 

 発達障害を持つと思われる方々は、適切な教育を行われれば働くことができ、しかも納税者になるこ

とができると期待されております。その意味で、発達障害者支援センターではどのような体制で就労支

援を行うんでしょうか。よろしくお願いします。 

 

○塩田政府参考人 発達障害者支援センターでは、心理療法を担当する職員、それから相談支援を担当

する職員のほか、就労支援を担当する専門職員を配置することとされているところでございます。その

就労の担当の職員というのは、授産施設などで障害者の就労問題の経験がある方が配置されるものと考

えております。 

 実際の仕事としては、障害を持つ方が職業生活を送る上でのいろいろなルールをマスターしなければ

いけませんので、そういうルールをマスターするための支援でありますとか、あるいは、企業に出てい

って企業の理解を得るべき努力、企業の方が障害を理解してもらえれば、御指摘があったように、発達

障害を持つ方もちゃんと働くことができるわけでございます。 

 それから、後ほどまた御答弁があると思いますが、ハローワークとかいろいろなさまざまな地域の機

関との連携とか、そういったことを発達障害者支援センターの職員は行うことが期待されていると考え

ております。 

 

○市村委員 その今の発達障害者支援センターでは、例えばジョブコーチ制度の導入などは考えていな

いんでしょうか。 

 

○金子政府参考人 ジョブコーチの関係についてのお尋ねでございますが、私ども、今、ジョブコーチ

制度ということで、障害者職業センターというところにジョブコーチを配置するほかに、協力型ジョブ

コーチ制度というのがありまして、これは地域の社会福祉法人等にお願いをしております。現に、今ご

ざいます自閉症・発達障害支援センターにおきましても、協力機関型のジョブコーチということで、幾

つかのところで配置をお願いしているところでございます。取り組んでいただいているところでござい

ます。 

 この法律によります発達障害者支援センターにつきましても、こうした形でのジョブコーチ制度の利

用を進めていただけるように対応を図っていきたいというように考えております。 

 



○市村委員 今、障害者職業センターの話が出ました。現在、障害者職業センターがあるんですが、そ

この障害者職業センターでも、今後、発達障害者の方々のために就労支援を積極的に行う用意はあるの

かということではいかがでしょうか。 

 

○金子政府参考人 障害者職業センターでの取り組みについてのお尋ねでございますが、現在、障害者

職業センターにおきまして、職務評価でございますとか職業準備訓練、あるいは先ほど申し上げました

ようなジョブコーチによります支援、こういったことが発達障害者についても支援の対象となっており

ます。ただ、現状を見てみますと、まだ極めて限られた状況であるというふうに考えております。 

 また、一方で、効果的な支援技法というものの開発というのもこれから進めていかなければならない

状況ではないかと考えておりまして、こうした面で、今現在、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

の方におきまして、新たな支援技法の開発について研究、検討を有識者の方に集まっていただきまして

行っているところでございます。 

 こうした成果も踏まえて、今後、発達障害者の就労支援に障害者職業センターとしても積極的に取り

組んでいきたい、このように思っております。 

 

○市村委員 ありがとうございます。 

 この法律が今度できて、施行が来年の四月一日でございますので、来年度以降、発達障害というもの

に対する理解、実は発達障害ということだけじゃなくて、先ほどからも議論がありますように、やはり

障害というものに対する理解が深まっていかなければならないのではないかというふうに思います。 

 私の知り合いの方は、竹中ナミさんですけれども、いや、チャレンジドだと。チャレンジを生まれな

がらにして、生まれながらなのか、後生的に事故で肢体不自由になった方もいらっしゃいますけれども、

やはり、チャレンジを授けられた、与えられた人なんだということで、呼び名もされていますし、チャ

レンジドを納税者にということで御努力されている方もいらっしゃいます。 

 とにかく、障害というものに対する私たちの意識を変えて、これを前提としながら、しかし、それを

いかに社会的によりよい方向に持っていくということ、そしてまた、先ほどからも議論がありますよう

に、いわゆる健常者と原則分離じゃなくて、原則的に一緒、ただ、その中で、与えられたものといいま

すか、与えられた状況というものをしっかりと認識しながら、社会の中でお互いに貢献できるような、

そうした状況をつくっていくことが大切じゃないかと思います。 

 ことしの通常国会でも、障害者基本法がこの内閣委員会を経て成立しております。我が党の委員の中

にも、この障害者基本法と発達障害者支援法との関連性について疑問を付する委員の方がいらっしゃっ

たことも、私も重々承知しています。 

 だから、今後、ぜひともそうしたことがもっとしっくりとうまくいくように、また、きょうも結局、

厚生労働省さんそれから文部科学省さんと二つの省庁の方がいらっしゃっているんですけれども、こう

いった面でも、やはり、もっと障害という切り口で、チャレンジドでも何でもいいですが、そうした切

り口で、お互いもっと、もちろん省庁の皆さんだけじゃありません、私たち国民全体が認識を深め、協

力できるような体制をつくるということが大切だと思いますので、このことを最後に申し上げて私の質

問を終わらせていただきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

 

○松下委員長 次に、山口富男君。 

 

○山口（富）委員 日本共産党の山口富男です。 

 日本の障害者施策を振り返りますと、身体、知的、精神障害者とその対象を広げてきて、現在、総合



的な障害者福祉法の制定に前進すべき時期だと思います。 

 それから、国連の場合も、完全参加と平等を掲げた国際障害者年の取り組みがあり、その後、今日で

は二十一世紀の最初の国際的な人権条約である障害者権利条約の策定作業に入るという動きです。 

 このように総合的な障害者福祉法の制定への流れの中に本法案を位置づけますと、私は、障害者基本

法との関係では個別法になりますし、現在の法制においていわゆる谷間と言われる人たちに対する支援

の問題では、公的な支援をつくっていく政策的な立法になっていくというふうに思うんです。 

 まず、厚生労働省にお伺いいたしますけれども、本法案が対象にしております一連の障害の分野に対

しての支援が大変おくれていたというふうに指摘されているわけですが、なぜこうした事態が生まれた

のか、これをどう考えているのか、まず示していただきたい。 

 

○塩田政府参考人 発達障害を持つ方々に対する施策は、委員の御指摘のとおり、かなりおくれている

ことは事実だろうと思います。知的障害を持つ方々については知的障害者福祉法によるサービスが提供

されておりますが、知的障害を持たない方々についてはいわゆる制度の谷間であったということでござ

います。 

 日本の法制度、障害者に対する法制度が個別分野ごとに発展してきた、そういう時代の制度的な経緯

の中で、十分な対策が講じられなかったということでありまして、先ほど委員が御指摘になったように、

障害者基本法は、原因のいかんを問わず、すべての障害者を対象にした基本法であります。最終的には、

その障害者基本法と整合性のとれた包括的なサービス法を目指したいと思っております。 

 この発達障害については、きょう、いろいろな議員の御指摘を受けておりますが、一見して障害がわ

かりづらかったということとか、専門家がいなかったということとか、いろいろな事情で施策として取

り組んでこれなかったということであります。この法案を契機に、いろいろな施策を講じて、最終的に

はほかの障害と同じような制度ができるような努力をしていきたいと思っております。 

 

○山口（富）委員 私は、今塩田部長が指摘をされた点につけ加えまして、もう一点、行政側の姿勢の

問題があるというふうに痛感するんです。 

 きょう、何人かの委員が指摘されましたけれども、一九九三年の障害者基本法改正時の国会の附帯決

議、これをもう一度振り返りますと、「てんかん及び自閉症を有する者並びに難病に起因する身体又は

精神上の障害を有する者であって長期にわたり生活上の支障があるものは、この法律の障害者の範囲に

含まれるものであり、これらの者に対する施策をきめ細かく推進するよう努めること。」というふうに

なっていたわけですが、私は、やはりこの方向が行政の分野に生かされなかったということも厳しく見

る必要があると思うんです。 

 そのことを冒頭に申し上げたいのは、ここでやっと立法化がされていくわけですから、それを踏まえ

ての、もちろん立法府も仕事をいたしますけれども、行政の姿勢が非常に大事になっているので、その

点つけ加えておきたいと思うんです。 

 法案に入りたいんですが、第二条で、発達障害について政令で定めるということになっております。 

 これにつきましては、いろいろな団体から、きょうの答弁の中でも、先ほど、当事者団体それから支

援された方々の団体、たくさん名前が挙がりました。私たち議連の委員のところにも日本てんかん協会

からも要望が参ってきているんですけれども、この政令について、先ほど塩田部長は、丁寧に、公正に

やるんだという話がありましたが、必ず関係団体の意見をよく聞いて定めるようにしていただきたい。 

 

○塩田政府参考人 この発達障害者支援法の対象につきましては、法律で、「自閉症、アスペルガー症

候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であっ

てその症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定めるもの」ということになっているとこ



ろでございます。 

 ですから、三つの要件がありまして、自閉症などとの類似性、それから脳機能の障害であること、そ

れから症状が通常低年齢において発現する、この三つの要件を満たすものが政令で対象になるというこ

とだろうと思います。 

 この法律の趣旨が、制度の谷間にある方をなるべく拾っていろいろな支援の手を差し伸べようという

法案の趣旨ですから、この法律の趣旨に沿ってなるべく広い障害を対象にしたいと考えているところで

ございますが、その政令の制定に当たりましては、パブリックコメントも含めまして、関係の方々、障

害者、当事者の方々、いろいろな意見を丁寧に聞いて、透明かつ公正な手続のもとで定めていきたいと

思っております。 

 

○山口（富）委員 さて、具体的なこの分野の支援といった場合に、乳幼児期から成人にかけてのライ

フステージに応じて連続的な支援が必要になるのと、地域からの支援が当然必要になってくるわけです。 

 特に、発達障害の場合に、早期の発見と適切な診断、また療育によって、二次的な社会的不適応が相

当改善されると言われております。それだけに、本法案が第一条の「目的」に早期の発見、支援を掲げ

て、そして第三条で早期発見のための必要な措置を講じるとしたのもそのためだと思うんです。 

 それで、公的支援といった場合に、早期発見につながる機会の確保が大変大事になるわけですけれど

も、特に乳幼児期の健康診査につきましては、これが早期発見の機会になるわけですが、第五条でも、

その点につきまして、母子保健法それから学校保健法にかかわる問題が指摘されております。 

 今、母子保健法の問題で、一歳六カ月健診で重度の精神遅滞や自閉症、それから三歳児健診では中程

度の精神遅滞、自閉症に気づくきっかけになると報告されています。 

 この点につきましては、厚生労働省などが行っております発達障害支援に関する勉強会、随分大部の

記録集になっておりますが、これを見ますと、この問題での提案や現状の分析がかなり突っ込んで展開

されているように思います。 

 そこで、お尋ねしたいんですが、この母子保健法に基づく乳幼児健診で、これまでどの程度発達障害

児について見出すことができたのか、示していただきたい。 

 

○伍藤政府参考人 発達障害につきましては、明らかな行動障害や対人障害などの特徴的な症状が集団

生活を行う年齢になるまでなかなか明らかとならない場合がある、こういった特徴を有しておりますし、

それから、この分野に関する専門家がまた少ないというような問題もありまして、一歳六カ月健診ある

いは三歳児健診における早期発見はなかなか難しいという指摘がなされておりまして、現状において、

この健診で発達障害児をどの程度発見しているかということは十分把握されていないところは正直な

ところでございます。 

 そのため、私ども、厚生労働科学研究におきまして、こういう乳幼児健診における発達障害への対応、

あるいはその後の地域支援体制をどうするかということを、今研究を始めたところでございます。 

 

○山口（富）委員 定量的な分析がないということなんですが、しかし、私は、初めから乳幼児健診で

発見するのは難しいと決めてかかることは全く必要ないと思うんです。 

 この勉強会の第二回目に、これは自閉症協会の氏田さんが「早期発見・早期診断」というテーマで、

ある資料を提出されています。 

 これを見ますと、幾つか事例が挙がっているんですが、一歳半健診時で、指さしができず、パニック

状態で泣き叫び続けて別室に呼ばれた。ところが、言葉が幾つかできたものですから、異常は認められ

ないと判断された。その後、御両親が心配になりまして、三歳になったころに、インターネットなどを

使って、どうもお子さんの行動が小児の自閉症に該当するんじゃないかと思って、児童相談所に相談し



た。そうしましたら、お母さんの気にし過ぎでは、もっと穏やかな気持ちでゆっくりとかかわってほし

いという、有効な助言が得られなかったという話があるんですね。 

 となりますと、今必要になってくるのは、乳幼児健診が早期にこれに気づく一つの重要なきっかけに

なるわけですから、そういう位置づけを与えながら、児童相談所ですとか市町村の児童相談の窓口、保

健所、それから保育所、幼稚園、こういうところとの有機的な連関の中で対応していくという取り組み

が非常に大事になると思うんです。この点はどういう考えをお持ちなんでしょうか。 

 

○伍藤政府参考人 先ほど言いましたような研究を進めてまいりまして、科学的な知見を積み重ねてい

きたいということが一つでありますし、それから、今御指摘のありましたような保育所、幼稚園その他

いろいろな機関がかかわるわけでありますから、そういったところとのお互いの連携、それから情報の

交換、これは大変有意義なことだと思いますので、そういった観点から、私どもも少し、幼保の連携、

そういったものについても配慮していきたいというふうに考えております。 

 

○山口（富）委員 ぜひ、連携を持った対応を図っていただきたいと思うんです。 

 次に、自閉症やアスペルガー症候群などについて、診断や訓練の手法がなかなか確立していないとい

うことをよく聞くんですけれども、先ほどの質疑でもありましたが、専門医の方が少ないというのも勉

強会での共通認識だと思います。 

 それで、本法案ですと、十九条で「専門的な医療機関の確保」がうたわれます、それから二十四条で

「調査研究」を定めているわけですが、一つお尋ねしたいのは、診断する医療機関の拡充、診断評価方

法の充実、こういう十九条、二十四条で定められた方向でどういう仕事を進めるのかというのを一点聞

きたい。 

 それからもう一点は、二十二条と二十三条なんですけれども、ここで医療、保健、福祉、教育等に従

事する職員への研修などというのが挙がっているわけですけれども、法案に対応した取り組みについて、

今後どういう強化を目指すのか。この二点、答えてください。 

 

○塩田政府参考人 この発達障害者支援法の趣旨を実現するためには、専門家の養成、それから専門的

な機関の拡充ということが不可欠だろうと思います。 

 研修について、来年度予算で、国立神経センターでの研修とか、いろいろ新たな医師、保健師などを

対象とした研修もやりたいと思っておりますし、医療機関の整備も非常に大事だろうと思っております。

また、厚生科学研究などを使ってそういう専門家の養成をどうすればできるとか、いろいろなこれまで

着手していない問題がたくさんございますので、この法案の趣旨を受けて努力をしていきたいと思って

おります。 

 

○山口（富）委員 塩田部長、来年四月一日が施行日になりますね。そうすると、そう日にちがないわ

けです。今言われたように、各分野での具体化を一気に図っていくとなると、これは、関係の例えば文

部科学省と厚生労働省の関係を密にした対応をやっていくのか。どういう形で四月一日施行に向けての

体制というのをとっていくんですか。 

 

○塩田政府参考人 冒頭御質問されましたように、発達障害者に対する支援、制度として大変対応がお

くれてきたということであろうと思います。 

 こうした反省に立って、ことしの初め、一月だったと思いますが、発達障害の当事者の団体の方々、

専門家の方、それから文科省と厚生労働省が一緒になっていろいろ勉強して、どういう対策を連携して

することができるか、そういう中で、国会の先生方がそれを支援するという観点からこの法案を立案し



ていただいたということであろうと考えております。 

 この法案ができることが、これまで不十分であった対策の出発点になるということだろうと思います。

そういう意味で、今現在、十分な取り組みができていないということはそのとおりでありますけれども、

この法案によってこれから始まる。それから、来年度も、今まで二億円程度の予算でありましたけれど

も、ほかの分野に比べれば非常に少ないんですが、八億円を超える予算、新たな取り組みの予算、概算

要求もしておりますので、この法案の成立を待って、いろいろな取り組みが省庁間の垣根を取り払って

できるように努力をしていきたいと思っております。 

 

○山口（富）委員 私も、皆さんがことし勉強会を開いて、関係団体の皆さんの意見も聞きながらいろ

いろな努力をされ始めたということはよく知っております。 

 その中で、鳥取大学の小枝達也さんが、鳥取県の五歳児健診の経験を大変評価されているわけです。

この中で、昨年度、鳥取県で三三・三％で実施された、今年度は六九・二％だということなんですが、

事前に両親の方に健診票をお渡しして、それから保育所や幼稚園などの集団生活の状況も把握して五歳

児健診に当たるという仕組みになっているらしいんです。 

 既に、先ほどのお話の中でも、厚生労働科学研究として小枝さんを主任研究者とした研究が始まって

いるということの紹介がありましたけれども、私は、この五歳児健診なども含めて、有効な提案や経験

については積極的に検討して国の施策に生かすべきだと思うんですが、これについてはどういうお考え

ですか。 

 

○伍藤政府参考人 本年度から開始をいたしました厚生労働科学研究におきまして、先ほど申し上げま

したような二つの研究事業を行っておりまして、その一つが御指摘のありました小枝先生の鳥取大学に

よる研究でございます。 

 その中で、鳥取県は先駆的に五歳児健診ということをモデル的にやっているわけでありますが、こう

いう研究事業の中で、五歳児健診の有効性とか、発達障害、こういったものに対してどのような効果が

あるのか、それから地域支援のあり方としてどういうことが考えられるかといったことが成果としてま

とまってまいりましたら、私どもも、それを一つの考え方として全国にまた提示をするというようなこ

とも考えてみたいというふうに思っております。 

 

○山口（富）委員 では、続いて文部科学省にお尋ねします。 

 ちょっと時間が押し詰まってきましたので、二点まとめてお尋ねします。 

 一つは、文部科学省の昨年九月一日現在の調査で、小中学校におけるＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症

等の児童生徒への教育支援に関する体制整備の実施状況調査結果という報告があります。 

 これを見ますと、検討する校内委員会というものが小学校、中学校合わせて六一・七％に設置されて

いる。それから、発達障害にかかわる実態把握の実施状況を見ると、小中合わせて五八・九％だ。やっ

と始まったところという感じなんですが、ところが、個別の指導計画や教育支援計画の方になりますと、

これはもちろん強制や画一的なものにしちゃいけないわけですけれども、極めて少ないんですね。個別

の指導計画の方は小中合わせて二二・九、教育支援計画の方は一四・四なんですね。この現状について

の評価と今後の改善についてひとつ示していただきたい。 

 それからもう一つは、先ほど就学時健康診断について話があったんですけれども、先ほど述べられま

したけれども、学校保健法施行令の第二条の七項にかかわってくるわけですね。この七項が「その他の

疾病及び異常の有無」という、これしかないわけですけれども、これは母子保健法の方は比較的、もう

少し障害を見るという視点が入っているものになっているんですが、この施行令を改定するのか、ある

いは無理やりこの七項目で読もうとしているのか、そこはどうなのか示していただきたい。 



 

○山中政府参考人 一点目でございますけれども、先生御指摘の校内体制と申しますか学校内の体制整

備の状況、あるいは個別の支援計画の問題でございますけれども、現在、担任の先生だけが悩む、ある

いは保護者の方だけが悩むということではなくて、やはり学校としてしっかりとした体制をつくって発

達障害のお子さんたちを支援できるような、そういう体制をつくっていこうということでのモデル事業

を進めているところでございます。 

 先生御指摘の調査は、昨年、平成十五年の九月一日現在のものでございますけれども、平成十五年か

ら、個別の支援計画につきましては、その作成についてのモデル事業もやっているところでございます

が、御指摘のとおり、個別の教育支援計画でございますと一四・四という状況でございます。 

 さらに、これをまた、ことしも九月一日の状況を今現在調査しているところでございますけれども、

さらに、それぞれの学校におきましてしっかりとした取り組みができるような体制づくりというものを

進めていきたいというふうに考えております。（山口（富）委員「もう一点、学校保健法の方も」と呼

ぶ） 

 

○松下委員長 文部科学省尾山総括官。 

 簡潔明瞭にお願いします。 

 

○尾山政府参考人 先生の御指摘にございましたように、学校保健法施行令第二条第七号「その他の疾

病及び異常の有無」という規定に基づきまして、今後、発達障害の早期発見という観点から必要な対応

を図ってまいりたいと考えておるところでございます。 

 

○山口（富）委員 見直すわけですね。 

 時間が参りました。 

 三年後の見直しですから、これをきちんと仕事していただいて、有効な見直しになるように仕事を進

めていただきたいと思います。 

 終わります。 

 

○松下委員長 これにて発言は終わりました。 

 お諮りいたします。 

 本起草案を委員会の成案と決定し、これを委員会提出法律案と決するに賛成の諸君の起立を求めます。 

    〔賛成者起立〕 

 

○松下委員長 起立総員。よって、本案は委員会提出の法律案とすることに決しました。 

 なお、本法律案提出の手続等につきましては、委員長に御一任願いたいと存じますが、御異議ありま

せんか。 

    〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

○松下委員長 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。 

 次回は、公報をもってお知らせすることとし、本日は、これにて散会いたします。 

    午後四時二十二分散会 



161-参-内閣委員会-9 号 平成 16 年 12 月 01 日 

 

平成十六年十二月一日（水曜日） 

   午後一時開会 

    ───────────── 

 

（略） 

 

○委員長（高嶋良充君） 次に、発達障害者支援法案を議題といたします。 

 本案の趣旨説明は既に聴取いたしておりますので、これより質疑に入ります。 

 質疑のある方は順次御発言を願います。 

 

○神本美恵子君 民主党・新緑風会の神本美恵子でございます。発達障害者支援法案につきまして御質

問させていただきます。 

 この発達障害者支援法案というものが立法された。これは議員立法という形で、超党派で議員の皆様

方が、これまでの障害者関係の法律や施策の中で谷間に置かれてきていたいわゆる発達障害児・者に対

する支援が必要だということで、御努力をなされて作られた法律案であるということは承知しておりま

す。 

 実は、この内閣委員会で、さきの通常国会では障害者基本法の改正につきまして審議をいたしました。

それからまた、これまでの障害者施策全体の中でこの発達障害者支援法案というものがどのように位置

付くのか。私もこの改正障害者基本法を議論する際に、やはり障害者に対する厳然としてある今の差別

をなくしていくこと、あるいは障害の有無にかかわらず一人一人の人権が尊重されて、この社会の中で

自己実現をし、社会参画をし、幸せな人生を地域の中で生きることができる、そのために障害者施策の

基本として、基本法には何を盛り込むべきか、何がどういう方向を目指すべきかというようなことを議

論してまいりました。 

 国際的な流れも、社会の中で障害の有無にかかわらず構成員として自己実現をしていくという、いわ

ゆるインクルージョンという方向が示されておりますので、そういった観点から、この発達障害者支援

法案というものを読ませていただいたときに幾つかの懸念事項を感じておりますので、この法案の成立

を待ち望んでいらっしゃる方々が多くいらっしゃることも十分承知しながら、それを受けて立法をされ

たという議員の皆様の御努力にも敬意を表しながら、あえて懸念事項を幾つか申し上げ、御質問をさせ

ていただきたいと思います。 

 実は、私も議員になる前、小学校の教員をしておりまして、その中でいわゆる障害、様々な身体的な

障害や知的障害、自閉症と言われるような子供さんたちも一緒に学んできた経験があります。その中に、

よく考えてみますと、ここで定義されている発達障害と言われるような子供さんも、ああ、あの子がそ

うだったのかなと思うような子供さんもいらっしゃるんですけれども。 

 例えば、普通の通常学級の中でその子が奇声を上げるとか、机にじっと座っていないで授業中に動き

回るとか、そういったときに、私も担任の一人として最初は、この子に個別に付き添ってくれる先生が

いたらどんなにいいだろうと、学級全体を考えながら思ったことがあります。あるいは、授業参観のと

きにその子が大きな声を出すと、保護者の中には、あんな子、何でこの学校に来ているの、あんな子は

障害児学校、特殊学校があるんだからそっちに行けばいいのにというような声も幾つも聞こえてきまし



た。 

 しかし、一緒に子供たちと、ほかの子供たちと一緒に生活する中で、だんだん奇声の声が小さく、大

きな声で叫声を上げるというような、そういう声が小さくなったり、それからほかの子たちがその子の

ことを理解して、一緒に遊んだり学んだりできるようになってくるというようなことも経験しましたの

で、この発達障害者支援法案というものが、これまで光が当てられなかった、谷間に置かれていたとい

う人たちへ光を当てる趣旨で作られたにせよ、そのことが、もしかしたらこれまで障害、これまでの障

害児と言われてきた人たちに当てられている差別と同じようなことにならないかということを懸念し

ながらの御質問でございます。 

 ちょっと前置きが長くなりましたけれども、それで、この改正された障害者基本法では、その一条に、

障害者の自立及び社会参加の支援ということが明記されております。また、第三条では基本理念として、

何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしては

ならないということが明記されてございます。この発達障害者支援法案でも、目的の中に、自立及び社

会参加に資するようというふうに明記をされております。 

 先ほど言いましたように、国際的な議論の方向性としても、障害をあるがままに受け入れて、あるが

ままに受け入れて、その本人の自立とそれから社会参加を阻む環境的な要因をこそ取り除いていくべき

だというような方向に、環境的な阻害要因を取り除くための支援サービスというような方向に行ってい

ると思うんですけれども、本法案における自立と社会参加、あるいは差別禁止、権利擁護といったこの

ことについて基本的にどのようにお考えかということをお尋ねしたいと思います。 

 

○衆議院議員（山井和則君） 今の神本議員の質問にお答えをさせていただきます。 

 今御指摘のように、本法案が障害者基本法の枠内に位置付けられているかどうかというのは非常にや

っぱり重要なことだと思います、今までの障害者施策の積み上げというのが非常に重要でありますから。

その点で、この法律は障害者基本法の枠内に位置付けられ、改正障害者基本法の趣旨はこの法律にも及

ぶもので当然あります。 

 改正障害者基本法を踏まえて、この法案の第一条で、発達障害者の自立及び社会参加に資するよう支

援を図ることとし、また第十二条で、発達障害のために差別されること等権利利害を害されることがな

いようにするため、権利擁護のために必要な支援を行うものと明確にしてあります。 

 この法律案の成立により、発達障害者の自立及び社会参加や、発達障害者が発達障害を理由により差

別を受けることの禁止、その権利擁護がより一層促進されることを期待しております。 

 以上です。 

 

○神本美恵子君 ありがとうございました。 

 是非とも改正障害者基本法、これもまだまだ十分なものとは思えませんけれども、その目指している

方向性の中でこの支援法もあるんだということを確認いただいたと思います。 

 次に、具体的に条文に沿っていきたいんですけれども、この発達障害の定義について、第二条で、自

閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類す

る脳機能の障害というふうに定められております。 

 これは厚労省にお伺いしたいんですけれども、発達障害というのが脳機能の障害との関連で確かに医

学的にそういう説明がなされる場合が多いことは承知しておりますけれども、これはあくまでまだ予測

の段階であって、確定されたものではないというふうに聞いております。そういった段階のものを、法



律の中で発達障害とは脳機能障害であるというふうに断定されているその、断定というか、ここで定義

付けようとしているその根拠は何なのかということを一点と、それから、政令で定めるものをいうとい

うふうになっております。この政令で定めるといった場合の基準は何なのか。それから、その定める場

合、どのような手順でこの発達障害であるというような対象が決定されるのかという点についてお伺い

をします。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 発達障害とは、必ずしも知的障害を伴わないわけですけれども、例えば

他人との人間関係を築くのが困難であるなどの特徴を有する障害とされておりまして、自閉症、アスペ

ルガー症候群、学習障害、注意欠陥多動性障害などがこれに当たると言われております。ＷＨＯの国際

疾病分類、ＩＣＤ10 と申しますけれども、におきましても心理的発達の障害等に分類され、定義がされ

ているところでございます。 

 自閉症に関しまして、過去には母親の愛情不足が原因と主張されたこともありましたけれども、現在

ではこれらはいずれも脳機能の何らかの障害に基づく発達の障害と理解されております。現時点では原

因を特定するには至っていませんけれども、脳の画像解析あるいは脳内ホルモンとの関係などについて

研究が進められていると理解しております。引き続き、厚生労働科学研究などにおきまして発達障害の

原因解明と治療法の開発について研究を進めてまいりたいと考えております。 

 今後、政令におきまして具体的な対象範囲の検討を行うに当たりましては、既存の障害者福祉施策と

の関係あるいはこの法案の趣旨を踏まえまして、専門家を始め関係者あるいは広く国民の声を伺いなが

ら、パブリックコメントの聴取なども行いながら丁寧に対応してまいりたいと考えております。 

 

 

○神本美恵子君 ちょっと私、理解がよく、最初の方、その定義のところ、ＷＨＯの定義、ＷＨＯがこ

の発達障害について定義をしているんでしょうか。もう一度お願いします。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） ＷＨＯの国際疾病分類で詳細に疾病ごとに考え方とか分類がされている

ということでございますが、これ自体が政令の根拠になるものではございません。それも参考にしなが

ら、この法案にありますように、先ほど申し上げましたように、専門の先生とかいろんな方の御意見を

聞きながら政令は検討してまいりたいということでございます。 

 

○神本美恵子君 ですから、要するに脳機能障害であるというような定義はされていないんですよね。

ですから、ですからというか、そういうまだ根拠が明らかに、原因が明らかになっていない、何を、ど

の範囲を発達障害というかというふうなことが判断基準が明確になっていないものを法律で定義付け

ていいものかということに対する疑問を呈しているわけです。 

 これは、もう私のところにもこれ是非通してほしいというファクス、メールと、これは本当に今慌て

て通すべきではないと、もっと慎重に考えてするべきだというようなファクスをたくさんいただいてい

るんですけれども。そのいただいた中で、科学的にきちんと定義付けられないものを発達障害というふ

うに、小さい段階にあなたは発達障害ですというふうにレッテルを張られて、発達障害があるからとい

うふうに薬をたくさん投与されて、そのために自分を自殺に追い込んだりうつ状態になったりというよ

うな事例がありますというようなこととか、それから、以前アメリカで銃の乱射事件があって大きな社

会問題になったその背後に、この発達障害の早期発見、早期支援という名の下に薬漬けにされた子供た



ちだったというようなことも、これ事実かどうか知りませんが、そのいただいたファクスの中にあるん

ですね。 

 ですから、そういったことを考えますと、この二条で定義されているものが、まだ予測の段階のもの

をこういうふうに定義して、そういった方向に行くんではないかという懸念を私はまだ抱いております。 

 それから、それで、厚労省の資料の中に小中学生の六％がこの発達障害の疑いといいますか、の子が

いるというふうに調査室からいただいた資料の中にあったんですけれども、その六％というのはどうい

うふうな調査で出てきたものなのか教えていただきたいと思います。 

 

○衆議院議員（福島豊君） 先生の御指摘について、立法者の立場からこれ是非コメントをさしていた

だいた方がいいと思いますので、発言をお許しいただきたいと思います。 

 一つは、脳の障害であるということについて確立されていないのではないかと、こういう御指摘であ

ろうかというふうに思います。 

 自閉症にしましても注意欠陥多動性障害にしましても、現在の様々な精神医学的な、また神経科学的

な研究ではその機能の異常というものが指摘をされている、それが私は共通の認識だろうというふうに

思います。ただ、しかしながら、確定をしていないというのは、その原因が一体どこにあるのかという

ことについてはそれを確定するまでには至っていないけれども、ただ、画像で見れば、例えば脳の様々

な代謝の状態でありますとかそういうものに変化が見られる、これも一つの所見でありますし、脳波の

異常も往々にして合併することもあると、そしてまた様々な病理学的な診断におきましても、これもま

た知見が様々なんでありますけれども、いろいろなことが報告されております。ですから、研究者の共

通する認識は、何らかの機能的な障害がベースになってこういうことが起こってきているということで

はないかと思います。 

 ただ、問題は、その何らかの機能的障害というのが一体どこなのかということについてはまだ諸説が

あって確定するに至っていないと。ですから、まあ推定されるという言い方になるわけでありますけれ

ども、しかしこのことは、研究者の間で大方のコンセンサスとして何らかの障害があると、機能的な障

害があるということを否定するものではないと私は理解しておりますし、そうした考え方に基づいて本

法案における提案をさしていただいたと、これがまず第一点でございます。 

 そしてまた、こうしたことがレッテル張りになるのではないかという御指摘だと思います。 

 これは大変大切なことでありまして、何のためにこの法案を提出したかというのは、こうした障害と

いうものを早期に発見をして、そしてそれを支援をすると、むしろその支援をするというところが大切

なんであります。この子はかくかくしかじかの、例えばＩＣＤ10 の分類でいえばこういう疾病であると、

こういう障害であると、こういうことを決め付けるということが大切なのではなくて、むしろそれに対

しての早期の支援をいかに図るのかと、ここのところに力点があるわけであります。 

 ですから、先ほど薬漬けという話がありましたけれども、多分これはＡＤＨＤに対してのアメリカで

は非常に薬物療法というものが広く行われておりまして、これに対しては賛否両論があるということも

事実であります。日本では同じような状況にはなっていませんけれども、こうした診断でありますとか

治療でありますとか、こういうことについては当然、レッテル張りをしてはいけないのと同様に、本人

そしてまた保護者の方の意向というものを十分配慮しながらやっていかなければいけないということ

もこの法案の中には書き込ませていただいておりまして、要は、どのように早期から対応するのかとい

うことが大切だと、そういう考え方に基づいて立法作業を行ったということであります。 

 



○政府参考人（山中伸一君） 先生から、子供たち、学校に学ぶ子供たちの六％程度というその数字を

どういう形で出てきたのかというお尋ねでございましたが、平成十四年に文部科学省が調査を実施いた

しまして、学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症等、通常の学校に在籍します特別な教育的な

支援を必要とする可能性のある子供たち、この全国的な状況を把握しようと、それで今後の支援のため

の基礎資料としようということで実施したものでございます。 

 調査方法といたしましては、約四万人でございますけれども、小学校一年から六年、中学校一年から

三年、この児童生徒を対象にいたしまして、質問事項を提示いたしまして、これに基づいて担任の教師

と複数の教員の判断によって回答をしていただいたというものでございます。 

 では、その質問項目でございますけれども、これにつきましては、学習障害あるいは注意欠陥多動性

障害等、研究者の間で信頼性の高いアメリカのチェックリスト等、こういうものを基にいたしまして教

育心理学あるいは児童精神医学等の専門家の調査研究会で検討を加えまして、あるいは学習障害等の関

係団体の代表の方からも意見を伺った上でそういう質問項目を作成したというものでございます。 

 また、調査基準につきましては、質問の試行によって信頼度を確認すると、あるいは外国の調査で利

用された基準というふうなものも参考にして設定したところでございます。そのような形で約四万人の

子供たち、で、これはあくまでも担任の教員の回答に基づくのでございまして、医師の判断、診断とか、

そういうものを経たものでございませんので、直ちに障害と判断することはできないと思いますけれど

も、それによって六％程度の割合で通常学校に在籍しているということが明らかになったということで

ございます。 

 

○神本美恵子君 今、最後におっしゃったそのことなんですよね。あくまで担任がその質問項目で判断

した数字ですので、この六％が独り歩きをすることを私は非常に懸念をしておりますし、私は担任をし

ていたとさっき言いましたが、その立場からすれば、そういうふうに思いたくはありませんけれども、

この子は発達障害なんだと、だから私が何かできる問題ではないというふうに、そういうことにこの数

字が使われていくのではないかという、そういったおそれが皆無ではないということを申し上げておき

たいと思います。 

 時間がもう本当にありませんので大急ぎでいきたいと思いますが、次に、やっぱり文部科学省に、こ

の早期発見ということで、第五条二項に学校保健法における健康診断という、多分就学時健診のことだ

と思いますが、この法律が成立することによってどのように変わるのか、もう簡潔にお願いします。 

 

○政府参考人（山中伸一君） 健康診断の件でございますけれども、現在、学校保健法施行令等でその

項目とか方法について書いてございますけれども、具体的な、より具体的な留意点については健康診断

マニュアルというふうなものも作りまして、そこで示してきたところでございます。 

 発達障害につきましては、現時点で判断基準が必ずしも確定しない、あるいは診断のためにある程度

の期間の観察が必要であるということもございますので、現在の就学時の健康診断だけで十分に発見す

ることについては困難な面があろうかというふうに思っております。 

 こういうことも踏まえまして、今後、発達障害の早期発見のために、保護者の了解を得まして、就学

前の子供の状態についての情報の提供を受けること、あるいは専門家の判断を必要に応じて求めるとい

ったこと、そういうことをしますとともに、専門家の御判断、御意見等も伺いながら、就学時の健康診

断のマニュアル等についても必要に応じた見直しというものもしていきたいと思っております。 

 



○神本美恵子君 今行われている就学時健康診断の場が、障害があるかないかというようなことで進路

を決められてしまうというような強制力が非常に働いているということも含めて懸念しますので、次に

立法者の方にお伺いしたいんですが、この第五条四項で、児童及び保護者の意思を尊重するとともに、

必要な配慮をしなければならないというふうにありますけれども、これは最大限尊重されるべき、もう

ある意味で決定権は児童、保護者にあるというふうに受け止めていいのか。また、五条三項の発達障害

の疑いがある場合、継続的な相談や早期に医学的、心理学的判定を受けるかどうかの判断も含めて、児

童、保護者に決定権があるというふうに解釈してよろしいのでしょうか。 

 

○衆議院議員（山井和則君） 基本的にはそのとおりであります。 

 この発達障害児への発達支援を行うに当たっては、発達障害児の選別やレッテル張りにならないよう、

児童及び保護者の意思が十分に尊重されねばならないのは言うまでもないことであります。このような

趣旨を踏まえ本法案三条三項が規定されており、また就学時の健康診断等においても、委員御指摘の第

五条第四項の規定により、児童及びその保護者の意思が最大限尊重されるものと考えております。さら

に、継続的な相談や早期に医学的又は心理学的判断を受けるかどうかの判断についても、これも第五条

四項の規定により、児童及び保護者の意思が最大限尊重されるものと考えております。 

 

○神本美恵子君 ありがとうございました。 

 次に、第七条と八条に関連してですけれども、七条では保育の実施ということで、これについては他

の児童と共に生活することを通じて図られるようというふうに、ともに生活することによって保育を実

施するというふうに書かれております。ところが、八条の教育のところでは、その障害の状態に応じ、

十分な教育を受けられるようにするためということで、ちょっと保育と表現が違っておりますけれども、

これはなぜなのか。これは文科省、文科省はいいです。じゃ、立法者の方。 

 

○衆議院議員（山井和則君） 正に、ここは議員立法の過程で修正をしたところでありまして、委員御

指摘のように、第八条に教育を受ける者が発達障害を有するかどうかにかかわらず共に学ぶことに配慮

しつつという文言を当初は入れていたわけでありまして、これは当然、発達障害の有無にかかわらず、

一緒に学ぶことが望ましいという判断によったわけであります。 

 しかし、その後、各党の協議の中で、この文言がかえって発達障害を有する者とそれ以外の者を分け

て教育されているという現状があるということを逆に想起させるんではないかということでありまし

て、ほとんどの教育の場においてはともに学んでいるという、通常の学級で、発達障害の児童もほとん

どが通常の学級で学んでいるという現状を踏まえて、この文言を削除すべきという合意がなされました。

誤解を避けるためであり、発達障害児が一緒に教育を受けることは当たり前のことであるというふうに

当然考えております。 

 

○神本美恵子君 削除された経緯は分かったんですけれども、七条、八条と続けて読んでいくと、学校

に上がったら、上がるというか、保育から教育になったらこれはともに学ぶことは前提じゃないのだな

と普通なら考えてしまうんです。なぜそう考えるかというと、今の障害児教育、日本の施策が分離、別

学ということがもう大前提になっていますので、どうしてもそういうふうに考えてしまうところの懸念

を持ちます。 

 障害者基本法の教育の部分でも、それから附帯決議でも繰り返し、分け隔てられることなく、これか



らはともに学ぶ教育の方向を目指すんだということが書かれておりますし、サラマンカ宣言のインクル

ーシブ教育もそうですし、それから今議論されております障害者権利条約もそういった方向で、選択権

は親にあると、ニーズは親が判断して選択するんだというようなことも書かれております、議論されて

おりますし、それから、ＯＥＣＤの学力到達度調査、ＰＩＳＡ調査でも、この障害児教育は統合教育を

やっているところの方が学力到達度も上位にあるというような結果が出ております。 

 そういったことから考えても、是非、私はその発達障害者の、この法案は対象はそうですけれども、

これまでの障害児と言われる子供たちもそういった方向に教育が向けられていくべきだというふうに

思って、この後、たくさんそのことを言おうと思ったんですけれども、文科省に最後に、今文科省は特

別支援教育ということでガイドライン、この小中学校におけるＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症の児童生

徒への教育支援体制の整備のためのガイドラインというものを作られておりますが、これはいわゆるＬ

Ｄ、ＡＤＨＤの子供たちのみが対象にされております。ですから、統合教育的な特別支援教育というも

のの中身が、従来の障害を持っている子供たちは対象外にされるのではないかというふうな懸念も障害

児の親御さんたちからたくさん届いているんですけれども、そこはどういうふうな関係になるんでしょ

うか。 

 

○政府参考人（山中伸一君） 先生御指摘のガイドラインでございますけれども、これは発達障害につ

きましては、先生も御指摘のように、従来、学校教育においても障害としてとらえられていなかった学

習障害等の、学習障害につきまして、これを障害として認めていって、学校教育の中でも把握していっ

て、学校の教育あるいは教育関係者もそういう学習障害ということを持つ子供たちにしっかりとした支

援体制を整備していこうということを考えたところでございます。 

 こういう課題、文部省で学習障害についての検討を始めましたのは平成四年でもございましたし、緊

急にかつ重要に取り組むべき課題ということから、学習障害につきましてのガイドラインを今年の一月

に作成いたしまして、そして各学校あるいは教育委員会あるいは関係機関とも連携しながらしっかりと

した体制を組んで、連携して取り組んでいこうということを示したものでございます。 

 一方、文部科学省におきましては、学習障害の児童を含めまして、障害のある児童生徒一人一人の教

育ニーズに対して適切な教育を行っていこうと、そういう考え方で特別支援教育というものを推進しよ

うということを考えておりまして、障害のある子供たちに対する支援体制のモデル事業というようなも

のも実施しているというところでございます。 

 この中では、各学校の校内委員会の設置、あるいは学校の中での特別支援教育のコーディネーターの

指名、あるいは一人一人の子供たちの障害に応じた指導を行うための個別の教育支援計画といったもの、

そういうものを策定いたしまして、小中学校全体、学校教育全体の中で障害のある子供たちに対しての

支援をしていこうということは進めているところでございます。 

 

○神本美恵子君 冒頭、立法者の方も、これは改正障害者基本法の枠内にあるものだ、その趣旨の下で

作られるものだということをおっしゃいました。そのときの附帯決議で、この教育の部分については、

分け隔てられることなくということと、それから、共に育ち学ぶ教育を受けることのできる環境整備を

行うことというのを付けております。 

 文部科学省は、是非とも、この発達障害者の、障害児の子供たちやあるいは従来の障害児の子供たち

がともに学ぶことができる環境整備、それは冒頭私も経験から申し上げましたけれども、やはり学校の

中で個別のニーズにこたえられるような人的配置がどうしても必要です、そのことの御努力を是非お願



いしまして、質問を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。 

 

○岡崎トミ子君 続いて、民主党・新緑風会の岡崎トミ子でございます。よろしくお願いいたします。 

 これまで制度の谷間にあった子供たちあるいは保護者、こうした人たちに対して行き届いた配慮がな

されるようになる、そのことを強く望みます。そして、わがままだと決め付けられてしまったために適

切な対応を受けることができなかったというような状況が続いてまいりました。育児が間違っているか

らだと言われて、決め付けられた保護者の皆さんたちに対しても理解と支援の輪が広がっていくという

ことを私は強く希望しております。 

 しかし、今も指摘されましたように、様々な心配される点が指摘されておりまして、特に運用には最

大限の注意を払っていかなければならないと思います。殊に、今教師としての経験から神本先生がおっ

しゃっておりましたけれども、障害があるという理由でその子供たちだけに特別支援を行うという、そ

ういうことになりますと、かえって学級の中で、あるいは学校全体の支援のバランスをなくしてしまう、

崩してしまうというようなことを本の中でも示しているものがございました。 

 同じように教師にかかわりを持ちたいという子供たちが一杯いるわけですから、教師がその子供たち

だけにかかわるということに、対応の違いに不公平感を持つという子供も出てくると。そのときに、子

供たち自身と、それから支援を必要としている子供たち、それから学校全体の在り方というのは、これ

はもう車の両輪だと、そうすると、子供たちが見違えるように生き生きとなったのだというような、今

文科省がおっしゃったモデルケースでやっているところなんでしょうか、先生たちが一杯悩んで頑張っ

ておられる結果としてそのようなことに書かれてあるものがございました。 

 そこで、提案者に確認をしておきたいと思いますけれども、児童の権利条約の精神に立って、児童の

権利の最善の利益を図らなければならないというこの精神ですね、それは子供たち自身にとっての最善

であるんだということについて、まずこの必要性についてお伺いしておきたいと思います。 

 

○衆議院議員（宇佐美登君） 岡崎委員からの御質問にお答えをさしていただきたいと思います。 

 児童の権利条約、いわゆる子どもの権利条約に関してですけれども、私も、九三年、議員になったと

きに最初にこの議論、児童にするのか子どもにするのかで大分もめた大切な条約でありますのでよく内

容も把握さしていただいておりますが、いわゆる子どもの権利条約の第三条第一項で、子どもの最善の

利益の第一義的な考慮というものがうたわれているわけでございますから、今回のこの法律においても、

運用に当たって、発達障害児、発達障害者本人の意見を十分に尊重して、本人の利益に最もかなう支援

が行われるべきものであると考えておりますし、本法案の発達障害者は、発達障害児を含むものである

と、第二条第二項に書いてあるとおりでございますので、発達障害児の支援に当たっては本人の意思表

示が当然尊重されるべきだと考えております。 

 

○岡崎トミ子君 続いて定義でありますけれども、この発達支援は、発達障害者に対して、その心理機

能の適正な発達を支援して、円滑な社会生活を促進するために行う発達障害の特性に対応した医療的、

福祉的、教育的援助を行うと、このようになっているんですけれども、どのような支援が適切な支援で

あるのか、個々のケースで柔軟に判断される必要があると思いますが、いかがでしょうか。どのような

援助をどのような仕方で行うのかということの判断については、今おっしゃってくださいましたけれど

も、本人そして保護者、そうした意思を最優先すべきだと考えますが、いかがでしょうか。 



 

○衆議院議員（宇佐美登君） 岡崎議員の御指摘のとおりでありまして、まず、最後の、後の方の質問

からお答えさしていただければ、本法の第三条第三項に、正に発達支援の内容及び方法についての判断

に際しては、発達障害者本人及びその保護者の意思ができる限り尊重されなければならないと明示をさ

れているところであります。 

 同時に、発達支援が行われるに当たって、発達障害者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージ、

それぞれの時期において生活全般にわたる支援が不可欠であり、その支援については、発達障害を持つ

方々のそれぞれの障害の特性に応じて、その一人一人の本当に特徴、特性、そういったものに合わせて

行われることが重要であると考えています。 

 

○岡崎トミ子君 本人が訓練して変わるというようなことが強制されない、周りが、社会全体が、自分

たちが変わっていってきちんと支援していく、適切な情報を提供して、適切なアドバイスを受けて、そ

して周り自身が、やはりその本人自身の希望が達成されるような、そういうような環境を作っていかな

きゃいけないというふうに思います。 

 早期発見と早期支援ということについて、神本さんも触れておりましたけれども、診断を契機とする

治療の強制、あるいは不合理な差別の温床となる可能性が心配だということ、私のところにもたくさん

のメールが届いておりました。 

 そこでやはり、改めてなんですけれども、投薬の強制あるいは副作用の心配というようなことがあり

ますので、こういった面で強制されないということに関してお聞きしておきたいと思います。一方では、

早期に診断されて早期に治療に当たることができて、家族が結束して本当に助かったと、そういうよう

なメールも届いておりますけれども、まず心配な面に関してお聞きしておきたいと思います、厚生労働

省。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 早期発見、早期支援が治療の強制とか不合理な差別につながってはなら

ないというのは御指摘のとおりだと思います。そうした観点から、法案の中ででも、児童や保護者の意

思を尊重するという趣旨が何度も規定されていると理解しております。 

 したがいまして、発達障害の早期の医学判定などに当たりましては、障害のレッテルを張ることでは

なくてその後の適切な支援につなげるためのものであることでありますとか、強制されるものではない

ことなど、この法案ができますと、法案の内容について各都道府県などに通知を出すことになりますけ

れども、その趣旨をきちんと通知の中で明らかにし、法案の趣旨が現場で生かされるような運営がなさ

れるよう、今後努力してまいりたいと思います。 

 

○岡崎トミ子君 そこでなんですけれども、今その発達障害をきちんと診断してくれるというお医者さ

んの数は全国で二百人というふうに聞いているんですけれども、子供十万人当たりの児童精神科医、そ

の数は、九六年の調査ですけれども、スウェーデンでは十二・五人、スイスでは十二人に対して日本は

〇・三五人しかいないという、こういう状況なんですね。 

 現在の制度では、子供にかかわる医療というのはすべて高収入につながっていかないということのた

めに、小児科自体が大変少ない状況にあるし、減りつつあるというふうにも聞いていて、大変厳しい状

況の中で働かれているわけなんですけれども、けがとか病気とかレントゲンとか、そういう場合の検査

とか薬の処方は割と短時間で病院の利益に結び付けることができるんですが、この発達障害の子供たち



の診察に当たっては、お医者さんのほかに臨床心理士が必要だったり、多くのスタッフが必要になって

くる。 

 そういう中で、お医者さんだけではない判断というのがすごく大事なんですが、そこの充実がまちま

ちだし、障害でも、その人、子供、それぞれによって千差万別なために、今度は家族に対するカウンセ

リングもきちんとしていかなきゃいけないし、慎重な診療が必要だし、民間の病院の中では現在の保険

制度では大変厳しい状況だなというふうに思っているんですけれども、こういう状況で、児童精神科と

して自分はやっていきたいという、そういう学生が、専門医ですか、そういう人たちが増えるというこ

とがあり得るのかなというふうに思いますし、発達障害者、特に子供の発達障害に対する具体的な施策

の検討ということについてはどのようなことをお考えになっていらっしゃるのか、伺っておきたいと思

います。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 御指摘ありましたように、我が国では、発達障害など、子供あるいはそ

の親の心の問題に対応できる専門的な知識あるいは技能を持つ児童精神科医、あるいは小児科医が極め

て少ない現状にあるのはおっしゃるとおりでございまして、そういった専門の人材の確保を図るという

ことが重要であると考えております。この法案がその一つの契機になればと期待し、またその法案の趣

旨を生かせるよう、厚生労働省としても努力してまいりたいと思っております。 

 そうした観点から、本年度内に検討会を設けまして、小児科及び児童精神科の領域における専門医の

確保対策について具体的な検討を行いたいと思っております。また、平成十七年度の厚生労働科学研究

におきまして、子供の心の問題に専門的に対応できる医師などの確保や育成に関する研究の実施、養成

プログラムの開発などを行うことを予定しているところでございます。また、国立精神・神経センター

などにおきまして必要な専門家スタッフの研修にも努めてまいりたいと思っております。 

 それから、診療報酬などでの配慮も今後必要だろうと思いますが、現行の保険点数におきましては、

自閉症等の精神疾患を有する児童に対する計画的な治療の提供、外来診療におけるカウンセリングの評

価が行われているところでありますけれども、この法案の成立の趣旨も受けまして、今後、発達障害等

に対する診療報酬につきましても、中医協におきます議論を踏まえつつ、適切な評価に努めてまいりた

いと考えております。 

 今後、各般の対策を充実してまいりたいと考えております。 

 

○岡崎トミ子君 その際に、仕組みの透明化というのは大事だと思います。専門家医だけの判断ではな

くて、親も納得できるということがすごく大事だと思いますし、その専門家の判断が早期に行われた場

合には、やはり説明責任が後からきっちりできるということをやっていただきたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 発達障害の診断は医療の観点のみだけでなくて、いろんな専門家の御意

見を聞きながら判定すべきものだと考えておりますので、御趣旨のとおり運用してまいりたいと思いま

す。 

 

○岡崎トミ子君 次に、提案者に発達障害者支援センターについて伺いたいと思いますが、これを新た

な天下り先にしないということは十分押さえていただきたいと思います。 

 この機能を果たすものとして私は期待をしていきたいとは思うんですけれども、これ年間二千五百万



円の低予算ですよね。そして、設置箇所も不十分だと言われている中です。ですから、今後専門性の高

い機関として役割を果たせるようにしていく必要があると思いますけれども、多様な発達障害児、発達

障害者、そして保護者、本人の気持ち、ニーズに適応した運営がこの中では必要だというふうに思いま

す。つまり、センターの独走にならないということは大事だと思っておりますが、いかがでしょうか。 

 

○衆議院議員（宇佐美登君） 平成十四年度からこの自閉症・発達障害支援センターの整備が進んでい

るわけでございますけれども、現在十八都道府県十九か所、福岡県だけ今二か所あるんですけれども、

この現状を考えると、できる限り早期に四十七都道府県すべて、残り、ですから二十九の県があるわけ

でございますけれども、まずそういったところに配置していくことが重要であると思いますし、二千五

百万円の予算については、参議院、衆議院、党派をすべて超えて、政府に対してこれを働き掛けていく

しかないわけですので、是非一緒にやっていきたいですし、提案者としては望むところでございます。 

 また、自閉症・発達障害支援センターについては、相談支援、療育支援、就労支援を担当している職

員が配置されていますが、今後は、委員御指摘のように、職員の専門性が確保されるような研修などに

より、その質の向上を図っていくべきだと考えています。 

 最後に、独走にならないようにというのは正にそのとおりであります。今後も発達障害者支援センタ

ーが発達障害児や保護者等のニーズにきっちりと対応していく、即した形で支援を行っていくよう、政

府に対して、これもまた提案者ばかりではなく、皆様方と一緒になって働き掛けていきたいと思ってお

ります。 

 最後に、天下りの問題を御指摘されていましたけれども、ここは本当に大変重要なところでございま

して、専門性は有するけれども、といって簡単に天下りを認めていくべきものではございませんので、

こういった行革の観点も必要でありますけれども、同時にしっかりとした、委員御指摘の親御さんたち、

そして御本人たちのニーズに即したセンターの運営というものを働き掛けていきたいと思っています。 

 

○岡崎トミ子君 多様な生き方を助けるもの、そして権利擁護のために先頭に立って闘ってくれるとこ

ろ、それが私は発達障害者支援センターでなければならないと思っておりますので、その点よろしくお

願いしたいと思います。 

 ここでの従来の自閉症・発達支援センターと同様に、知的に遅れのある自閉症児、自閉症者も対象と

なるということでよろしいでしょうか。この法案での支援の対象には知的に遅れのある自閉症児、自閉

症者を含む、そういう考えでよろしいか、確認しておきたいと思います。厚生労働省です、はい。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 知的障害の有無にかかわらず対象になると理解しております。 

 

○岡崎トミ子君 続いて、このむき出しの強制でなくても、十分な情報を提供しないで本人や保護者を

不安に陥れるというようなことがあってはなりませんし、他の選択肢を選ぶことを応援するその努力が

なかったために、実質的には有無を言わされなかったと、進路を決められてしまったと本人や保護者が

感じることがないようにすべきだと思いますけれども、厚生労働省、いかがでしょうか。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 発達障害者にかかわらず、障害者福祉におきましては自己決定とか自己

選択というのがキーワードであります。発達障害者に対する支援についても十分な情報提供をし、当事

者の方が選択できるように、発達障害支援センターあるいは様々な福祉施策を通じまして支援を強化し



ていきたいと思っております。 

 

○岡崎トミ子君 この発達障害者の自立及び社会参加に資するために支援を図っていくんだと、発達障

害者の福祉の増進に寄与することがこの法案の目的だというふうにされているわけなんですが、この発

達障害者の教育と訓練、そして仕事の面ですね、就労に向けた情報提供を行うだけではなくて、発達障

害者を社会の一員として受け入れることができるように、社会そのものを変えていかなければならない

と思います。 

 そこで、社会全体がその理解を深めていく、差別をなくすために、まず学校、職場、地域社会の中で、

その中でのその変化を促していって、そしてこういう子供たちが参加できるような条件整備が必要だと

いうふうに思いますけれども、これは発達障害者にかかわらず、一般の人たちに対する、障害者一般に

対する施策としても大変重要な点の一つだというふうに思っております。 

 我が子のことが理解できないということで大変苦労されて苦しんで、周囲の人から発達障害を理解し

てもらえないという二つの苦しみがある中で、本人も家族も苦しんできたということがありますけれど

も、そのために、行き着くところ、大変残念なことには虐待に遭ってしまう、あるいは無理心中にもつ

ながっているというような現状もありますので、保護者を孤立させないという意味でも、社会全体に対

する啓発というのが大変重要になってくると思います。 

 この点について、どうでしょうか、本人の訓練ではない、周りを変えていく、社会全体を変えていく、

そのための啓発が重要だという点についてお伺いしておきたいと思います。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 発達障害の方々は地域の理解があれば普通に地域で暮らせる方々でござ

います。そういう意味で、地域のいろいろな方々が発達障害についての御理解をしていただくことが重

要だと思います。例えば、商店の方々、駅員の方々、警察の方々、いろんな町のいろんな方々に正しい

理解をしてもらうことが重要であると思っております。 

 これまでも厚生労働科学研究におきまして、こうした発達障害理解のためのパンフレットを全国の警

察などに配付するとともに、全国数か所で警察官への研修など、いろんな研修をやってきたところでご

ざいますが、今回新しい発達障害者支援の法律ができることでありますので、こうしたパンフレットも

最も新しい考え方で見直したいと思いますし、警察官などへの研修などについても拡大して、いろんな

形で理解が深まるように努力してまいりたいと考えております。 

 

○岡崎トミ子君 その理解という面で、子育ての面での理解を深めていくために、一般的な子育て支援

の中で支援が可能になるように、その担当者に対して発達障害の理解と支援プログラムについての研修

が必要だと思いますが、いかがですか。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 発達障害児の方々には専門的な支援が必要という面もありますけれども、

いわゆる育てにくい子供という側面も有しておられますので、普通の子育ての中でも対応していくこと

が非常に重要だと思います。そういう意味で、一般の子育ての支援をされる担当の方々に正しい理解を

していただくことが非常に重要でございます。 

 これまでも保健師等に対する手引書の配付などを行ってまいりましたが、平成十七年度の概算要求で、

こうした法案の議論がされていることも踏まえまして、都道府県、政令市の担当者、保健師、保育士な

どに対する指導者の研修、あるいは実務の研修といった内容の概算要求を盛り込んでおりまして、その



予算の確保を図りましてそうした研修活動の充実に努めてまいりたいと考えております。 

 

○岡崎トミ子君 次に、就労の面での理解でありますけれども、大変発達障害者の皆さんたちはその困

難に直面しているわけなんですが、殊にハローワークにまず行きましたときに、職員の方がアスペルガ

ー症候群ですとか自閉症の方ですとか知識がないわけなんですね。そこで努力が足りないというふうに

職員にしかられてしまう、傷付いて働く意欲がなくなってしまうというのが度々あったということです

から、そうした理解を深めていくためには職員の研修が早急に必要だというふうに思いますし、一人一

人就労のそのあっせんの仕方もあるように思いますけれども、これはどんなことを考えていらっしゃい

ますか。 

 

○政府参考人（金子順一君） お答え申し上げます。 

 ハローワークにおきまして発達障害者の就労支援をこれから進めていく上におきましては、御指摘い

ただきましたように、発達障害者に関する正しい理解といいますか、それから就労支援のための具体的

なノウハウ、こういったものをやはりハローワークの担当の人を含め職員に十分周知をして、正しい理

解を持って対応してもらうことがわけても重要であろうと思っております。 

 このため、本法案の成立後におきましては、法の趣旨あるいは発達障害に対する正しい理解といった

ようなことにつきまして全国のハローワークに周知するため必要な通達を発出いたしますとか、近々に

全国会議の場もございます、こうしたところを活用したり、あるいは職業紹介を担当いたします専門官

の研修もございますので、この場でよく研修をいたしまして職員の理解を深めてまいりたいと、このよ

うに考えております。 

 

○岡崎トミ子君 よろしくお願いいたします。 

 そして、この雇用支援を実体法に反映させるためには障害者雇用促進法の改正が必要になっていくだ

ろうと思いますけれども、現在の法定雇用率、これまだまだ下回った状況でありますから、このことを

改めていかなければなりませんし、現在確保されているその仕事というのが、例えば身体障害者あるい

は知的障害者、こういう人たちが保護されるところで、法定雇用率というところで当てはまる人たちな

わけなんですが、余り小さなパイの中で発達障害者が入って分け合う、奪い合うというようなことにな

ってはなりません。 

 仕事の確保ということを今お願いをしているわけなんですけれども、その確保というのが今までのレ

ベルよりもやはりアップしていくという、確保されればいいということで割と低めの水準で確保された

のではいけませんので、そこが十分に配慮されているということで是非お願いをしたいと思います。 

 雇用については十分配慮されるという点で伺いたいと思います。 

 

○衆議院議員（宇佐美登君） 今日もここに各党の提案者が並んでいるわけでございますけれども、こ

こは一致しているところでもちろんございまして、今ある、障害者で雇用されている方で、この雇用率

も含めて、発達障害者の方が入ってきて、その少ないパイ、現状は今少ないパイを、それを分け合うと

いうことではなくて、発達障害者の方がプラスしてより働く環境、働く場が与えられるようにあるべき

だということは、皆さん、本当にこの提案者の皆さんが一致しているところであり、その思いを込めて

作られた法案でございますので、政府に対して我々も一緒になって働き掛けていきたいと思っています。 

 



○岡崎トミ子君 よろしくお願いいたします。 

 警察に伺っておきたいと思いますが、犯罪等による発達障害者の被害を防止するためとあります。発

達障害児、発達障害者は様々な事件あるいは事故に巻き込まれやすく、また巻き込まれた場合にちゃん

と対応してもらえなかった。それは、なかなか自分のことを説明することができない、あるいはコミュ

ニケーションを取りにくいという、そういう状況にあるわけですから、適切に対応するために支援が必

要だというふうに思います。 

 今もちょっと話はありましたけれども、警察とか消防、公共交通機関、消費生活相談機関、地域の商

店、コンビニ、福祉専門家ではないいろんな機関の人たちに対してこれを理解してもらうことが必要だ

と思いますけれども、警察がまず一番、その点、駆け込んでいくところかな、対応するところかなとい

うふうに思いますので、どのようなことを考えていらっしゃるか、お教えいただきたいと思います。 

 

○政府参考人（安藤隆春君） お答えいたします。 

 警察では、現在、障害者の方々に対しまして保護の立場からの適切な警察活動を徹底するために、警

察学校における教育や警察署などにおきます職場研修を通じまして、部外の専門家の招聘とか、あるい

は知的障害者施設における介助実習、さらには、先ほどもお話がありました警察官向けハンドブックの

活用などによる教育を推進しているところであります。 

 警察といたしましては、発達障害者支援の重要性を認識し、また今回の法制定の趣旨も踏まえまして、

今後とも、発達障害者の被害防止に努めますとともに、事件、事故に巻き込まれた場合に適切に対応で

きますように、発達障害者の特性を個々具体的に理解させる教育の一層の推進に努めてまいる所存でご

ざいます。 

 

○岡崎トミ子君 済みません、具体的に交番、警察、いろいろ様々にありますけれども、その理解を深

めるために、先日はちょっとパンフを見せていただきましたけれども、大体どのぐらいの箇所に徹底し

てそういうものについて配られ、また言葉としても研修されるのかということだけを確認しておきたい

と思いますが。 

 

○政府参考人（安藤隆春君） 平成十三年の十一月でございますが、全国の都道府県警察本部の各課、

警察署各課ですね、あるいは各交番、駐在所に対しまして合わせまして二万一千二百部を配付しており

ます。これを配付するだけでなくて、先ほども申しましたように職場の研修を通じまして具体的にこう

いう御指摘のようなパンフで、障害者の方々が来られた場合にやはりコミュニケーション不足とかいろ

いろありますので、そういう場合に的確に対応するように、細かくですね、指導するように努力してお

りますが、こういう法制定がございますので更に努力をしてまいりたいと思っております。 

 

○岡崎トミ子君 続いて、その発達障害者のライフコースを通じての支援なんですが、もう一時期では

なくて、保育園、小学校、養護学校、就労と、こういうふうに今までは環境が変わるたびにゼロから支

援体制作りというのは全部親が頑張ってやってきたわけなんですが、一生涯を通じた支援ということを

考えていくわけですから、これは医療、福祉、教育、そして労働、垣根を越えた支援体制が必要となっ

てくるんですけれども、一体この連携をしていくのは、一体だれがコーディネートをするのか、それか

ら関係機関をどういうふうにつないでいく役割を関係者が作っていくのか、この点、厚生労働省に伺い

ます。 



 

○政府参考人（塩田幸雄君） 発達障害者の支援に当たりましては、御指摘ありましたように、医療、

福祉、教育、労働などの垣根を越えた支援体制が必要だろうと思いますし、かつライフサイクルを通じ

た一貫した支援が必要だろうと思います。 

 こうしたことについては優れた実践例がありまして、例えば滋賀県の甲西町におきましては、教員の

経験のある方が福祉課の職員も兼ねてコーディネーターの仕事をやられておりますし、また横浜市の自

閉症・発達障害支援センターの例では、就労支援の経験のある職員が各機関を調整する役割を果たして

おられます。 

 地域によっていろんな方がコーディネーターの役割を果たされると思いますけれども、来年度の概算

要求で文科省と厚労省が一緒になって地域でモデル事業を行うことになっておりまして、こうした事業

を通じましていろんなタイプのコーディネーターの活動というのが広がっていくことが期待できると

考えております。 

 

○岡崎トミ子君 一言だけ。 

 これから運用されるに当たっては、絶えず見直していく、謙虚な形で見直していくということが大変

大事だと思いますけれども、そのチェック機能というのを是非よろしくお願いをしたいと思います。 

 ありがとうございました。 

 

○黒岩宇洋君 無所属の黒岩宇洋でございます。 

 今回のこの発達障害者支援法、大変悩ましい法案だと思っております。 

 今日も議論かなりされましたけれども、定義についてもこれだけ議論が活発だということは、なかな

かあいまいな点もあると。やっぱりレッテル張りの中で差別の助長とか、こういった不安もございます。

現に発達障害児と診断されて九歳で自殺された方という、こういう例もございます。しかし、片や、こ

の発達障害者として、児として認められないばかりに今まで本当に苦しんでこられた御本人、そして親

御さんの存在もございます。なかなか懐かない我が子を、どうして懐かないんだろうと悩みながらも虐

待してしまうといった二次被害といったような例もございますので、やはりそういう意味では私は真の

発達障害者の皆様、そしてそれを取り囲む皆様への支援になってほしいというその思いで幾つかの質問

をしたいと思っております。 

 まず、質問は、この六月にこの委員会でも障害者基本法の改正ということを大変活発に議論しました。

一つの大きな争点は、この権利というものを明記しなければいけないという、この基本理念に盛り込ん

だわけですけれども、私、今回のこの発達障害者支援法を見る限り、若干その権利の明記の仕方が甘い

のではないかと。十二条に権利擁護とございますが、これは差別等からの権利を擁護するという若干消

極的なものでございまして、私は、発達障害者の皆さんが発達していく権利を支援するんだという、私、

このくらい積極的な姿勢が求められると思っているんですが、提案者、この点についていかがでしょう

か。 

 

○衆議院議員（馳浩君） この法律は、障害者基本法の枠内に含まれるものでありまして、障害者基本

法では第三条第一項におきまして、すべて障害者は、個人の尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい

生活を保障される権利を有するものとするとされており、この規定の趣旨は発達障害者についても当然

及ぶものであります。 



 また、本法律案の中で、発達障害者に対する支援に関する様々な施策が規定されておりますが、これ

らの施策は発達障害者の権利の擁護に資するために行われることは当然のことでございます。特に、第

十二条における「国及び地方公共団体は、発達障害者が、その発達障害のために差別されること等権利

利益を害されることがないようにするため、権利擁護のために必要な支援を行うものとする。」と明確

に規定しており、発達障害者の権利の保護を図っているところでございます。 

 

○黒岩宇洋君 じゃ、厚労省にちょっとお聞きします。 

 この障害者基本法の定義には、やはり発達障害者という言葉は含まれておりません。現実に身体障害

者、知的障害者、そして精神障害者のこの三本の柱の谷間に位置付けられたといいますか、漏れてきた

わけですね。これ現実的にそうだったわけですよ。このことに対して厚労省は、責任とは申しませんけ

れども、対応が遅れてきたことについてはどうお考えなのか、その点お聞かせください。 

 

○政府参考人（塩田幸雄君） 障害者基本法の障害者の中には、原因のいかんを問わず、身体障害、知

的障害、精神障害の状態にある人はすべての障害者が含まれるということでありますので、今回の法案

の対象の方々も当然障害者基本法の対象になるということであると思います。 

 ということでありますけれども、これまでの我が国の障害者法制は、知的障害者福祉法、精神保健福

祉法、身体障害者福祉法という個別の法制の発展の中で対策が立てられたということで、ややもすると

谷間の、今回の法案の方々の多くはその制度の谷間になったということでありまして、一部、知的障害

者福祉法の運用の中で対応してきたものもございますが、確かに制度の谷間にあったということについ

ての対応が不十分であったと思いますし、この法案を契機に、谷間の方々に対しても支援の手が伸びる

よう努力してまいりたいと思います。 

 

○黒岩宇洋君 ありがとうございます。そういう真摯なお気持ちをお聞きしました。 

 やはり現実には、その縦割りの中で、法体系も含めてはざまで漏れてきて本当に苦しまれてきた方が

いらっしゃるわけですから、まあ強い言い方をすると反省の下に今後施策を講じていただきたいと思い

ます。 

 関連して、私、就労支援についてだけ今お聞きしたいと思っております。 

 障害者の雇用促進法とございますけれども、やはり手帳を今発達障害者の皆さんは持てないわけです。

即座に知的障害者の療育手帳は取得できないわけですから、この手帳なくして就労について特別な支援

というのは受けられるんでしょうか。厚労省、お答えください。 

 

○政府参考人（金子順一君） お答え申し上げます。 

 障害者の雇用の促進等に関する法律につきましては、これはすべての障害者が基本的に対象となって

おります。ただ、雇用率制度ということで一定以上の割合の障害者の方を企業に雇っていただくと。こ

の雇用率制度につきましては、現在は身体障害者とそれから知的障害者の方、この方が対象になってい

るということでございます。 

 そういうことではございまして、この雇用率制度の対象からは外れておりますけれども、それ以外の、

例えば職場適応を容易にするためのジョブコーチ制度でございますとか、こういった職業リハビリテー

ションに関する措置につきましては、この障害者雇用促進法に基づく支援の対象とされてきているとこ

ろでございます。 



 

○黒岩宇洋君 ですけれども、障害者雇用促進法、これ定義は二条一項でなされていますけれども、文

言としてはやはり発達障害者、これ当然抜けているわけですね、今まで抜けてきたわけですから。 

 そう考えますと、この法律も当然改正、そして先ほどから議論になっております法定雇用率も、これ

自体をアップさせるという、私こういう改正が必要だと思っているんですけれども、いかが対応されま

すでしょうか、お答えください。 

 

○政府参考人（金子順一君） 今後の取組ということでございますけれども、確かに御指摘のように、

発達障害者という用語につきましてはこの雇用促進法の中でも位置付けられておりませんで、やや言葉

は悪いですけれども、その他の障害という位置付けでいろいろ措置を取っているということでございま

す。 

 そういったことで、今回の法制定を機に、発達障害者の雇用促進、就労支援にも取り組んでまいりた

いと思っております。その中で、今後、御指摘いただきました雇用率制度への適用といったものも我々

として今後検討していかなければならない課題だと認識しております。 

 

○黒岩宇洋君 前向きな答弁、ありがとうございます。 

 本当に、実際に健常者とともに仕事をしていきたい、ただなかなかそれができ得ないという状況がご

ざいます。今回の法案では、この就労支援、第十条では、都道府県はとなっておるんですが、当然私、

国としても最大の支援をすると思っておるんですが、国としての発達障害者の皆さんの雇用確保につい

て、具体的な対応を最後にお聞かせください。 

 

○政府参考人（金子順一君） 障害者雇用促進法の第六条に基づきまして、国としても当然障害者の雇

用促進について基本的な責務を負っているわけでございますので、発達障害者の雇用促進にもこれから

積極的に取り組んでまいりたいと思っております。 

 具体的には、公共職業安定所におきますいろいろな職業相談あるいは求人開拓といったこと、それか

ら障害者職業センターにおきましていろいろな職業評価をいたしますとか、あるいは先ほど申し上げま

したようなジョブコーチ制度といったようなものの施策としての効果が高いのではないかと思ってお

ります。こういったものを活用する。あるいは地域におきます障害者就業・生活支援センターにおきま

す就業と生活面での一体的な支援、こういった施策を十分に活用しながら関係機関と連携して取り組ん

でまいりたいと思っております。 

 

○黒岩宇洋君 最後に問題提起して終わります。 

 今日、神本委員のやり取りでもあったんですけれども、発達障害者児の皆さんが六％いるという、こ

れ本当に数字の独り歩きなんですよね。 

 文科省が平成十四年に行った四万人の調査、この質問項目というのを見て、私ちょっと驚いたんです

ね。これ、小学校一年生から中三までなんですけれども、例えば、大人びているという項目があるんで

すよ。最近の中学三年生、私たちから見れば相当大人びていますよ。これに丸が付きますと発達障害者、

児だとなるわけですよ。そのほか、常識が乏しい。小学校一年生で私、常識にありふれている子はそん

なにいないと思うんですよね。 

 そのほか、例えばこれ驚いたんですけれども、他の子供は興味を持たないようなことに興味があり、



自分だけの知識世界を持っている。これ私すばらしいことだと思うんですよ、個性があって。これが丸

付けられると発達障害者の方に行くわけですよ。そのほか、私はもうこれ聞いて痛かったのは、例えば

聞き漏らしがある。私もしょっちゅうありますし、そのほか、限られた量の作文や決まったパターンの

文章しか書かないと。私今、質問文を書きながら、こう本当に胸が痛いですね、耳が痛い。 

 だから、こういったものが背景となって六・三％が出て、それが六％として独り歩きする。私、この

ようなことは絶対に防いでいただきたい。 

 今後、定義は政令で定めますんで、きっちりと客観的な医学的見地に基づいてこの定義をするという

ことをこれ最後にお願いして、質問を終わらせていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

 

○近藤正道君 無所属の近藤正道でございます。 

 この法案の意義、目的、今日の審議を通しまして私も相当理解をさせていただいたところでございま

す。提案に至りました関係者の皆さんの御努力に本当に敬意を表したいというふうに思っています。 

 幾つか質問を準備しておりましたけれども、ほぼ皆さんにもう質問をされましたし、とりわけ支援と

いう中身につきましてはもう既に出ておりますので、私はこの法案の方向について評価をさせてもらう

と、そのことを前提に、最後でありますので、私のやっぱりいまいち引っ掛かるところにつきまして、

確認的な意味で質問をさしていただきたいと思っています。 

 冒頭の神本委員の質問に対する福島先生の御答弁で、支援が大切なんだと、決め付けることが目的で

はないんだということをおっしゃられました。本当に私もそうあってほしい。しかし一方で、定義がま

だまだ、何となく分かったようで分からないところもあるし、今ほどの黒岩委員の最後の問題提起など

を聞いていますと、私も若干ぐらつくところがあるわけでありますが。 

 例えば東京都の教育委員会のホームページの中に、ここに持ってきておるんですが、これ私も昨日見

ましたけれども、こういうふうに書いてあります。ＡＤＨＤ、注意欠陥多動性障害のところなんですが、

こう書いてあります。「原因や生理学的な基礎については、脳の機能障害が推定されるという段階であ

って、現在のところ分かっていません。」と、こういうふうに書いてあります。また、いろんな私のと

ころに送られてくるパンフレット、書物等を見ますと、アメリカの国立衛生研究所というところは、今

ほどのＡＤＨＤの原因に関する私たちの知識は依然としてその大部分が推定的なものにとどまってい

る、こういうふうに書いてあります。 

 先ほど福島先生の方で、分かっていることと分かっていないこと、ここの識別、区別がありまして、

私もなるほどなと、こういうふうに思いましたけれども、今現在、東京都がそういうホームページを現

に掲出をしているということなどを見ますと、もう一度ここでやっぱり、きちっと駄目押し的に、医学

的、科学的に大方のやっぱり整理、決着は付いているんだということを是非はっきりさせる必要が私は

あるんではないかと、こういうふうに思いますが、いかがでしょうか。 

 

○衆議院議員（福島豊君） 先ほど神本先生の御質問にもお答えさしていただきましたが、この東京都

教育委員会の文書のその読み方の問題というのが私はあると思います。機能障害だと、こういうふうに

明確に言うためには、どこそこの機能がこう障害されていますねというところまで解明されないと、な

かなかストレートには言えないということだと思います。 

 ただ、様々な、どこが障害されているのかということについては諸説があります。その諸説はいまだ

仮説であると、この指摘は多分正しいと思います。ただ、裏返して考えると、こうした様々な行動上の



特性でありますとか、例えばコミュニケーション上の障害とか、こういうのが表れてくるのは、その人

が例えば親の育て方がこうだったからこうなったんですよということではないと。この本法案で脳機能

の障害であるということを条文上書いたのは、裏返して言うと、そういう後天的な育て方であるとかな

んとかというようなことでそうなっているのではなくて、むしろその本来の脳の機能の障害、まあこれ

は特定をされるに至ってはおりませんけれども、傍証は様々に出てきておりますけれども、そういうも

のに由来するものであるからこそ、そうしたことに早く気付き、支援をすることが大切であると、そう

いう観点からこの定義のところではこのような表現をしたわけであります。 

 

○近藤正道君 はい、分かりました。 

 次に、現在、この発達障害児六％という、これもその六％の由来について今ほど来議論がありました

けれども、通常学級におられるということでございます。どういう体制で一緒に学んでいるのかという

ことが一つと、もう一つ、この本法の成立を受けて今後どういうふうになっていくのか。非常に機械的

に分けますと、分ける方向に行くのか、あるいは補助教員等の配置で充実させていくのか。一般的な話

はこの間出てきておりましたけれども、端的にどういう方向にこれから進んでいくべきなのか、法の方

向について提案者から御説明をいただきたいと思います。 

 

○衆議院議員（馳浩君） 現在でも通常の学級においてほかのお子さんたちと一緒に勉強しているわけ

でありますが、実は私も文京区において特例として取り組んでおる実例を拝見させていただきまして、

担当者にもお伺いいたしました。やはりある部分は加配も必要でしょうし、またその文京区の取組とい

うのは、通所という形で、通級という形で週に一回ある小学校のいわゆる学級に少人数で通って、そし

て先生方からプログラムに基づいて支援を受けると。それで十分対応できて、と同時に、その学級には

加配の若い先生方も入って、支援のプログラムの在り方についてもともに研修を行いながら、そして、

そのそれぞれの先生方が自分の学校に戻っていったときに、その方向を理解して子供たちの対応をする

というふうになっておりますので、やはり通常の学級において、そういったできる限り加配も受けた中

で、その先生方からの支援が受けられるような形が私は望ましいというふうに思っております。 

 

○近藤正道君 本法の成立によってどういう方向になるのか、今ほどある程度のお答えがあったという

ふうに思いますが、もう少し、この法律の制定によって更にどういうふうになっていくのか、文科省の

方から御説明いただければ有り難いと思います。 

 

○政府参考人（山中伸一君） 現在、学習障害児の子供がほとんどが通常学級におりますので、その指

導支援ということでモデル事業をやっております。そのモデル事業の中では、一つは各学校に特別支援

教育コーディネーターというものを置きまして、その人が担任の教員、これと連携していろんな相談に

当たる、あるいは保護者あるいは外部の方との調整に当たるということをやっております。 

 また、学校全体として取り組むという意味で校内委員会というものを設置し、またその学校の外でご

ざいますけれども、これには専門家チームを作りまして、この方が、専門家に学校のコーディネーター

等が相談に行く、あるいは巡回相談員という形で専門家の方が学校に来て指導をする、あるいは助言を

するといった体制を整えております。 

 また、それにプラスしまして、学校だけでなくて医療、福祉、労働関係、関係の機関が共同しました、

連携するそういう協議会というふうなものも作りまして、そこにも協力していただくという体制を取っ



ているところでございます。 

 今は四十七の都道府県でモデル事業という形でこれを実施しておりますけれども、こういう体制を、

学習障害児を抱える、が在学する学校につきましてはそういう体制を教育委員会あるいは関係機関とい

ったところで整備してまいりたいというふうに考えております。 

 

○近藤正道君 教育現場におきまして発達障害児の教育選択権はどのように保障されるのか。神本議員

の質問のところでもありましたけれども、例えば、発達障害児と保護者には発達障害への個別的なプロ

グラムを受ける権利とそれを拒否する権利、すなわち障害のない子供たちと一緒に学ぶ権利が保障され

なければならないというふうに思っておりますが、その選択を可能にする教育現場の体制は保障される

のか、どのように整備されるのか、最後にお尋ねをいたしたいと思います。 

 

○政府参考人（山中伸一君） 現在、先生も御指摘のとおり、学習障害を持つ子供たちはそのほとんど

が小中学校の通常学級に在籍しているところでございます。そういう子供たちに対して障害に応じた形

で指導あるいは支援を行いたいということでございまして、そのためには、一人一人の子供たちの障害

に応じたニーズ、こういうものを把握して、関係者あるいは関係機関、そういうところが連携した形で

の個別の教育支援計画というものを策定していきたいと考えております。 

 この個別の教育支援計画というものを策定するというためには、保護者が非常に重要な役割を担って

おります。ですから、その支援計画を作るに当たりましては、保護者の理解あるいは協力が必要不可欠

でございますし、またそういう計画を立てていくという中では、保護者の意見を十分に聞きながら、相

談しながら作成していく、そういうことが必要であるというふうに考えております。 

 

○委員長（高嶋良充君） 他に御発言もないようですから、本案に対する質疑は終局したものと認めま

す。 

 御苦労さまでした。答弁者の方は御退席ください。 

 これより、金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律の一部を改正する法律案を議題とし、

討論に入ります。──別に御意見もないようですから、直ちに採決に入ります。 

 金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法律の一部を改正する法律案に賛成の方の挙手を願

います。 

   〔賛成者挙手〕 

 

○委員長（高嶋良充君） 全会一致と認めます。よって、本案は全会一致をもって原案どおり可決すべ

きものと決定いたしました。 

 なお、審査報告書の作成につきましては、これを委員長に御一任願いたいと存じますが、御異議ござ

いませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

○委員長（高嶋良充君） 御異議ないと認め、さよう決定いたします。 

 次に、発達障害者支援法案を議題とし、討論に入ります。──別に御意見もないようですから、直ち

に採決に入ります。 

 発達障害者支援法案に賛成の方の挙手を願います。 



   〔賛成者挙手〕 

 

○委員長（高嶋良充君） 全会一致と認めます。よって、本案は全会一致をもって原案どおり可決すべ

きものと決定いたしました。 

 この際、岡崎トミ子さんから発言を求められておりますので、これを許します。岡崎トミ子さん。 

 

○岡崎トミ子君 私は、ただいま可決されました発達障害者支援法案に対し、自由民主党、民主党・新

緑風会、公明党の各派並びに各派に属しない議員黒岩宇洋君及び近藤正道君の共同提案による附帯決議

案を提出いたします。 

 案文を朗読いたします。 

    発達障害者支援法案に対する附帯決議（案） 

  政府は、本法の施行に当たり、障害者の個人の尊厳にふさわしい生活を保障される権利等を確認し

た障害者基本法第三条の基本的理念を踏まえ、次の事項の実現を期すべきである。 

 一、発達障害の早期発見は、発達障害者に対する早期の発達支援に資するためのものであることに留

意し、障害者福祉、医療・保健、保育・教育にかかわる関係者の間における発達障害に関する理解の促

進と認識の共有を図ること。 

 二、発達障害児に対する保育及び教育的支援と支援体制の整備に当たっては、発達障害児が障害のな

い児童・生徒とともに育ち学ぶことを基本としつつ、発達障害児及びその保護者の意思とニーズを最大

限尊重すること。 

 三、発達障害者の就労を支援するための体制の整備を進めるに当たっては、障害者の就労の機会の確

保に配意し、障害者の雇用の促進等に関する法律について、必要な見直しの検討に速やかに着手するこ

と。 

 四、発達障害者及びその家族に対する相談・助言体制を可及的速やかに拡充し、及び医療・保健、福

祉、教育、就労その他の支援を行う専門的人材を早急に育成する必要性にかんがみ、予算措置を含む適

切な措置を講じること。 

 五、発達障害者に対する支援の実効性を確保するため、障害者基本計画についての必要な見直しを行

うとともに、都道府県及び市町村が策定する障害者計画についても本法の趣旨が活かされるように、必

要な助言等を行うこと。 

 六、発達障害者に対する施策の在り方について、医学的知見や介助方法の向上等、国際的な動向等に

十分留意し、常に見直しに努めること。 

 七、包括的な障害者福祉法制及び施策の検討に当たっては、障害者の自己決定権及び発達の権利を含

む権利・利益の尊重と侵害に対する迅速かつ効果的な救済、経済、社会、文化その他の分野における分

け隔てのない参画の促進と自立に向けたきめ細かい支援、障害を理由とするあらゆる差別の排除と差別

のない社会の実現を基本的視点として行うこと。 

   右決議する。 

 以上でございます。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

 

○委員長（高嶋良充君） ただいま岡崎トミ子さんから提出されました附帯決議案を議題とし、採決を

行います。 



 本附帯決議案に賛成の方の挙手を願います。 

   〔賛成者挙手〕 

 

○委員長（高嶋良充君） 全会一致と認めます。よって、岡崎さん提出の附帯決議案は全会一致をもっ

て本委員会の決議とすることに決定いたしました。 

 ただいまの決議に対し、尾辻厚生労働大臣から発言を求められておりますので、この際、これを許し

ます。尾辻厚生労働大臣。 

 

○国務大臣（尾辻秀久君） ただいま御決議のありました本法案に対する附帯決議につきましては、そ

の趣旨を十分尊重し努力してまいる所存であります。 

 

○委員長（高嶋良充君） なお、審査報告書の作成につきましては、これを委員長に御一任願いたいと

存じますが、御異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

 

○委員長（高嶋良充君） 御異議ないと認め、さよう決定いたします。 

 本日はこれにて散会いたします。 

   午後三時三十七分散会 


